
① 
 
 
 
 

平成21年度 

当初予算案の概要 

 

 
 
 
 
 
 

平成21年2月 

浜 松 市 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※資料中、億円単位で表示している数値は、億円単位未満で端数を調整しています。 
このため、億円単位の増減等、計算結果と一致しない場合があります。 



目   次 
 

 １ 平成21年度当初予算の位置付け ·································2 

 ２ 予算規模 ······················································3 

３ 当初予算案のポイント ··········································4 

（１）浜松の輝く未来へ、事業の選択と集中を徹底する予算 ············4 

（２）市民の目線に立ち、行財政改革効果が見える予算 ················5 

４ 一般会計予算案の概要 ··········································6 

（１）予算規模 ····················································6 

（２）歳入 ························································6 

（３）歳出 ························································9 

（４）プライマリーバランス ·······································11 

５ 特別会計・企業会計の主なもの ·································12 

６ 予算案の概要資料 ·············································13 

７ 戦略計画2009基本方針の主要事業 ······························40 

1  アジアで一番輝くものづくり都市の創造 ····················42 

2  地域力を結集して取り組む“こども第一主義” ···············50 

3  くらし満足度向上計画 ·····································61 

4  次世代に継承する天竜川・浜名湖の自然 ·····················69 

5  文化が都市の活力を生む「創造都市」の実現 ·················73 

6  世界を身近に感じる交流都市づくり ·························77 

８ 分野別の主な取り組み ·········································81 

1  産業経済 ·················································81 

2  教育、文化、スポーツ ·····································85 

3  防災、市民生活 ···········································90 

4  環境 ·····················································94 

5  健康、福祉 ···············································95 

6  都市・生活基盤 ···········································99 

7  都市経営 ················································105 

 

 



2 

 

１ 平成21年度当初予算の位置付け                                    

 

○ 予算編成の背景 

・ 国際的な金融危機の高まりにより、景気は急激な落ち込みを見せ、今後においても、

下降局面がさらに厳しく、長くなる恐れがあることに留意する必要がある。 
 

・ 平成 21年度の地方財政計画では、社会保障関係費の自然増がある中で、給与関係経

費や地方単独事業費の抑制を図りつつ、地域雇用創出推進費など必要な措置を講じ、

総額では1％の減としている。 
 

・ 本市においては、製造業の業績の落ち込みに伴い、法人市民税の大幅な減収が見込ま

れるなど、厳しい財政運営が必要となっている。 

 

○ 予算編成方針 

・ 市民協働で築く「未来へかがやく創造都市・浜松」の構築に向け、「共生共助でつく

る豊かな地域社会の形成」および「ひとつの浜松による一体感のあるまちづくり」の

市政運営方針のもと、 

①浜松の輝く未来へ、事業の選択と集中を徹底する予算 

②市民の目線に立ち、行財政改革効果が見える予算 

の２点を基本姿勢として編成した。 

 

○ 基本的な組み立て 

・ 人件費の削減をはじめ、補助金の見直しなど行財政改革効果を活用し、ビジョン２２

(マニフェスト工程表)に掲げる施策並びに市民ニーズに対応した施策を展開する。 
 

・ 市税収入の減少等に対応するため、基金の取崩し、臨時財政対策債の活用などにより

必要な財源を確保した。 
 

・ また、投資的経費については、事業の選択と集中により、将来の浜松の発展に欠かせ

ない事業や市民の暮らしに身近な事業について、必要な事業量を確保した。 
 

・ 引き続き中期財政計画に基づき、市債発行の抑制や規律ある財政運営の堅持など、 

財政健全化を進め、将来世代への負担軽減を図る。 
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２ 予算規模                                                              

 総予算      4,495億円 （20年度 4,664億円 169億円の減 △3.6％） 

※総予算は、全会計合計から会計間でやりとりする重複部分等を控除。 

 全会計合計   5,208億円 （20年度 5,386億円 178億円の減 △3.3％） 

 一般会計    2,546億円 （20年度 2,668億円 122億円の減 △4.6％） 

 

   （単位：千円、％） 

比   較 
区 分 

H21年度    

Ａ 

H20年度     

Ｂ 増減 Ａ－Ｂ 率 

一般会計 254,600,000 266,800,000 △12,200,000 △4.6 

特別会計 191,375,123 187,311,575 4,063,548 2.2 

企業会計 74,808,846 84,480,535 △9,671,689 △11.4 

計 520,783,969 538,592,110 △17,808,141 △3.3 

控除額 △71,282,072 △72,227,659 945,587 △1.3 

総予算 449,501,897 466,364,451 △16,862,554 △3.6 

      ※三大地、四大地、赤佐の各財産区特別会計を含む。 

 

平成21年度一般会計当初予算は、2,546億円、対前年比122億円、4.6％の減。 

これは、平成20年度の臨時的な事業であった新清掃工場・水泳場建設の完成に 

伴う70億円の減や工場用地開発事業（高丘土地の買戻し）30億円の減などが 

主なもの。 

 

 財政指標 

 市債残高（21年度末見込） 

・ 総市債残高 5,337億円（20年度末見込 5,447億円 △110億円） 

・ 一般会計残高 2,833億円（20年度末見込 2,906億円 △ 73億円） 

市全体の総市債残高は、前年度対比△110億円(一般会計△73億円)。 

新中期財政計画に基づく、総市債残高を平成26年度末で5,000億円未満の 

目標達成を図る。 
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３ 当初予算案のポイント                             

（１）浜松の輝く未来へ、事業の選択と集中を徹底する予算 

行財政改革により財源を捻出し、マニフェストに掲げる事業、優先課題に重点配分。 

①こども第一主義 

 ニーズに応じた体系的な対策 

・ 産科医療の充実（特定不妊治療費助成の拡充、バースセンター開設） 

・ 妊婦健康診査事業（H20：5回→H21：14回に拡充） 

・ 母子家庭等自立支援手当支給事業（母子家庭への児童扶養手当に加算） 

・ 小・中学生の入院医療費助成及び通院医療費助成の準備 

・ 保育所事業の推進（定員30人増、事業所内保育施設助成制度創設ほか） 

・ 放課後児童会事業の推進（実施箇所：5箇所増、定員205人増） 

 安心で充実した教育環境 

・ 公共建築物緊急耐震化推進事業（教育施設耐震化100％ H25→H23に前倒し） 

・ 教育指導支援員配置事業（幼稚園キッズサポーターの拡充ほか） 

・ 外国人学習支援センター事業（学習支援機能の充実） 

・ 小学校英語教育事業（新学習指導要領H23実施をH21より先行実施） 

②くらし満足度向上計画 

・ ＵＤ空間整備（路面誘導サイン整備、地下道エレベーター設置ほか） 

・ 浜松地域人づくり大学事業（人づくり大学企画講座 H20:1→H21:6講座） 

・ 消防ヘリコプター・ヘリポート整備事業(H22運航開始) 

・ 新型インフルエンザ対策事業（普及啓発、防護服等資機材の整備ほか） 

・ 高齢者集会施設ユニバーサルデザイン化助成事業（H20:28箇所→H21:30箇所） 

③ ０７浜松改革元年 

 スピードある行財政改革 

・ 定員給与の適正化 

（定員：前年度対比△157人、人件費：総会計で、前年度対比△15.4億円） 

・ 補助金の見直し、前年度対比△8億円、△111件 

（H20：134億円、300件 → H21：126億円、189件） 

・ 総市債残高、前年度対比△110億円（H20：5,447億円 → H21:5,337億円） 

’ 
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 地元の産業のさらなる発展 

・ 工場用地開発事業（都田地区工場用地周辺道路整備ほか） 

・ 森林整備事業（地域残材搬出事業ほか） 

・ 地域クラスター推進助成事業（製品開発等を行う事業者に対する補助ほか） 

・ はままつ産業創造センター運営事業（新素材・新形成技術の研究ほか） 

・ モザイカルチャー世界博開催（市長が国内外に世界博開催をアピール） 

（２）市民の目線に立ち、行財政改革効果が見える予算 

①安全･安心な暮らしの実現 

・ 交通事故ワースト１脱出事業（総合的な交通事故防止対策の実施） 

・ 病院周辺における安全･安心な歩行空間整備事業 

・ 通学路の整備(歩道設置、側溝の蓋掛けなど) 

・ ＡＥＤの整備（H21で全小･中学校への整備を完了） 

②きめ細かな中山間地域対策 

・ 生活用水応援事業(水道等無給水区域の生活用水確保に対する助成) 

・ 中山間地域集落機能調査事業（集落への支援制度を構築するための現況調査） 

・ 浜松型田舎暮らし推進事業（推進事務局の設置） 

・ 公共交通助成事業（医療機関への通院、児童･生徒の通学手段などの確保） 

・ ＩＴ利活用・基盤整備事業（北遠SNS運営事業、デジタル対応事業） 

③防災対策の充実 

・ 地域防災無線整備事業（無線のデジタル化） 

・ 市民向け防災情報メール配信システム整備事業（携帯電話による防災情報の提供） 

・ 地震対策推進事業（耐震評点が低い建物の補強助成の加算など） 

④暮らしに身近な事業 

・ 人にやさしい公園づくり事業（和地山公園園路改修、三方原緑地トイレ改築） 

・ 科学学習情報システム整備事業（科学館の学習情報システム「ヘイムズ」更新） 

・ 新エネルギー利用推進助成事業（太陽光発電システム設置助成の拡充） 

・ 地区社会福祉協議会活動助成事業（先駆的モデル事業助成の創設ほか） 
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（単位：千円・％）

増減 A-B 率

1 市　民　税 58,681,000 67,992,000 △ 9,311,000 △ 13.7

個    人 49,216,000 49,979,000 △ 763,000 △ 1.5

法    人 9,465,000 18,013,000 △ 8,548,000 △ 47.5

2 固定資産税 52,545,000 52,983,000 △ 438,000 △ 0.8

3 その他 15,774,000 16,225,000 △ 451,000 △ 2.8

127,000,000 137,200,000 △ 10,200,000 △ 7.4

20年度
Ｂ

比　　　較

計

区  分
21年度

Ａ

（単位：億円・％）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

1,850 1,865 1,827 1,773 1,728 2,414 2,393 2,622 2,668 2,546

増減 20 15 △ 38 △ 54 △ 45 686 △ 21 229 46 △ 122

率 1.1 0.8 △ 2.0 △ 3.0 △ 2.5 39.7 △ 0.9 9.6 1.8 △ 4.6

※16年度予算額は減税補てん債借換え分約119億円を除外

※17年度当初予算額は、合併12市町村の合計額（ただし、市町村間相互にやりとりする重複分を除く）。

旧浜松市 新浜松市

区分

新旧区分

比
較

当初予算額

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

一般会計当初予算額の推移単位：億円

４ 一般会計予算案の概要                                                            

 

（１）予算規模                                                  

 一般会計   2,546億円 （20年度 2,668億円 △122億円 △4.6％） 

 新清掃工場・水泳場建設事業70億円、高丘地区工場用地取得30億円などの減額に     

より△122億円の減。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳 入                                                              

① 市 税  景気の急激な落ち込みにより減                                                          

1,270億円 （20年度 1,372億円 △102億円 △7.4％） 

 個人市民税は、景気減退の影響を受け、雇用条件の悪化等により8億円の減。 

 法人市民税は、円高や株式市場低迷等、輸出関連企業の急激な業績悪化等により

85億円の減。 
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（単位：千円・％）

増減 A-B 率

1 地方譲与税 3,866,000 4,406,000 △ 540,000 △ 12.3

地方揮発油譲与税 958,000 － 958,000 皆増

自動車重量譲与税 2,217,000 2,547,000 △ 330,000 △ 13.0

地方道路譲与税 570,000 1,722,000 △ 1,152,000 △ 66.9

石油ガス譲与税 121,000 137,000 △ 16,000 △ 11.7

2 利子割交付金 806,000 403,000 403,000 100.0

3 地方消費税交付金 7,763,000 7,860,000 △ 97,000 △ 1.2

4 自動車取得税交付金 1,834,000 2,918,000 △ 1,084,000 △ 37.1

5 軽油引取税交付金 4,856,000 5,470,000 △ 614,000 △ 11.2

6 地方特例交付金 1,946,000 1,771,000 175,000 9.9

地方特例交付金 1,288,000 1,113,000 175,000 15.7

特別交付金 658,000 658,000 0 0.0

7 交通安全対策特別交付金 445,000 467,000 △ 22,000 △ 4.7

8 その他交付金 659,000 1,143,000 △ 484,000 △ 42.3

22,175,000 24,438,000 △ 2,263,000 △ 9.3計

20年度
Ｂ

比　　　較
区  分

21年度
Ａ

② 譲与税・交付金  減税に伴う自動車取得税交付金の減など             

222億円 （20年度 244億円  △23億円 △9.3％） 

 自動車取得税交付金△11億円、軽油引取税交付金△6億円などの減。 

 地方特例交付金は、減収補てん措置5億円の増、市民税における住宅借入金等特別

控除の実施に伴う減収補てん措置△4億円の減。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地方交付税  税収の減による基準財政収入額の減を見込む                                

 普通交付税 165億円 （20年度 137億円   28億円   20.4％） 

 特別交付税  12億円 （20年度  12億円   増減なし        ） 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

普通交付税 15,892,252 15,173,356 13,700,000 16,024,000 16,500,000

特別交付税 3,057,238 2,636,209 1,200,000 1,200,000 1,200,000

計 18,949,490 17,809,565 14,900,000 17,224,000 17,700,000

21年度予算
20年度

決算見込
区分 18年度決算 19年度決算

20年度
当初予算
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（単位：千円・％）

増減 A-B 率

1 通常の市債 8,744,000 11,861,100 △ 3,117,100 △ 26.3

2 合併特例債・推進債 6,397,400 5,052,300 1,345,100 26.6

3 臨時財政対策債 8,452,000 5,967,000 2,485,000 41.6

23,593,400 22,880,400 713,000 3.1計

比　　　較
区  分

21年度
Ａ

20年度
Ｂ

◎基金取崩額 （単位：千円・％）

増減 A-B 率

財政調整基金 5,000,000 2,000,000 3,000,000 150.0

減債基金 － － － －

その他基金 4,002,845 807,069 3,195,776 396.0

計 9,002,845 2,807,069 6,195,776 220.7

区  分
21年度

Ａ
20年度

Ｂ
比　　　較

◎基金残高 （単位：千円・％）

増減 A-B 率

財政調整基金 9,844,551 14,788,512 △ 4,943,961 △ 33.4

減債基金 2,305,305 1,263,020 1,042,285 82.5

その他基金 7,681,877 11,218,449 △ 3,536,572 △ 31.5

計 19,831,733 27,269,981 △ 7,438,248 △ 27.3

21年度
Ａ

20年度
Ｂ

比　　　較
区  分

④ 基金繰入金  財政調整基金は前年度対比30億円増の50億円を取崩し                                            

90億円 （20年度 28億円  62億円  220.7％） 

 財源調整のため、財政調整基金を前年度対比30億円増の50億円取崩し。 

 その他基金は、企業立地促進助成事業、学校借地解消事業、天竜浜名湖鉄道経営助

成事業などに充当。 

 

 

 

 

 

 

 基金残高 198 億円 （20 年度末見込 273 億円  △75 億円  △27.3％） 

 商工業振興施設整備基金について、企業立地促進助成等のため21億円の減。 

  

 

 

 

 

 

 

⑤ 市債  市税等の減収に伴う臨時財政対策債の増                                        

236億円 （20年度 229億円  7億円 3.1％） 

 通常の市債の減31億円は、新清掃工場・水泳場建設事業費で△29億円の減など。 

 合併特例債・推進債の増13億円は、平口スポーツ施設整備事業費で7億円、 

中消防署鴨江出張所・浜松支団第16分団庁舎建設事業費で4億円の増など。 

 臨時財政対策債は、25億円の増。 
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（単位：千円・％）

増減 A-B 率

1 人件費 48,289,123 49,960,561 △ 1,671,438 △ 3.3

2 扶助費 37,264,942 36,208,025 1,056,917 2.9

3 公債費 36,452,204 37,448,357 △ 996,153 △ 2.7

計 122,006,269 123,616,943 △ 1,610,674 △ 1.3

区　　分
21年度

Ａ
20年度

Ｂ
比　　　較

（単位：千円・％）

増減 A-B 率

1 補助事業 22,111,206 33,566,776 △ 11,455,570 △ 34.1

2 単独事業 21,022,188 22,437,519 △ 1,415,331 △ 6.3

3 国直轄事業負担金 3,300,000 3,586,000 △ 286,000 △ 8.0

計 46,433,394 59,590,295 △ 13,156,901 △ 22.1

区  　分
21年度

Ａ
20年度

Ｂ
比　　　較

（３）歳 出                                                               

① 義務的経費  人件費は定員・給与の適正化推進により減             

 1,220億円 （20年度 1,236億円  △16億円 △1.3％） 

 人件費では、定員適正化計画を着実に推進。21年度定数（一般・特別・企業会計）

は、前年度対比で△157人の5,950人。適正化計画における5,998人に対し△48人

の削減前倒し。企業会計まで含めた人件費の削減効果、前年度対比△15.4億円。 

一般会計では、給料・手当等の減により、前年度対比△13.4億円の削減。 

 扶助費では、補助事業で、障害者自立支援介護給付等事業7億円、民間保育所運営

事業 3億円、私立幼稚園就園助成支援 1億円の増など 12億円の増。単独事業で、

乳幼児医療費助成経費△1億円の減など△2億円の減。 

 公債費では、元金（満期一括償還積立金を含む）は△6億円の減、利子は市債残高

の減少などにより△4億円の減。 

 

 

 

 

 

 

 

② 投資的経費  新水泳場や工場用地開発の事業進捗により減            

464億円 （20年度 596億円  △132億円 △22.1％） 

 補助事業では、新水泳場建設事業△43億円、新清掃工場建設事業△28億円、都市

鉄道高架化事業△14億円の減など。 

 単独事業では、工場用地開発事業△30億円の減。平口スポーツ施設整備事業7億円

の増など。 

 国直轄事業負担金は三遠南信自動車道整備費負担金など。 
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（単位：千円・％）

増減 A-B 率

１　特別会計 50,026,104 50,693,400 △ 667,296 △ 1.3

①国民健康保険事業 4,464,966 3,777,491 687,475 18.2

②介護保険事業 6,260,029 5,771,118 488,911 8.5

③後期高齢者医療事業 1,296,735 1,235,332 61,403 5.0

④駐車場事業 280,543 594,308 △ 313,765 △ 52.8

⑤簡易水道事業 289,575 218,026 71,549 32.8

⑥公債管理 36,465,000 37,464,000 △ 999,000 △ 2.7

 　その他 969,256 1,633,125 △ 663,869 △ 40.7

２　企業会計 9,398,419 9,614,085 △ 215,666 △ 2.2

①病院事業 2,394,055 2,262,885 131,170 5.8

②水道事業 172,797 166,842 5,955 3.6

③下水道事業 6,831,567 7,184,358 △ 352,791 △ 4.9

59,424,523 60,307,485 △ 882,962 △ 1.5計

21年度
Ａ

20年度
Ｂ

比　　　較
区  　分

（単位：千円・％）

増減 A-B 率

①義務的支出 49,915,307 51,218,214 △ 1,302,907 △ 2.5

②財政支援的支出 9,509,216 9,089,271 419,945 4.6

59,424,523 60,307,485 △ 882,962 △ 1.5計

区  　分
21年度

Ａ
20年度

Ｂ
比　　　較

 

③ 特別会計・企業会計への支出金                              

594億円 （20年度 603億円  △9億円 △1.5％） 

 国民健康保険事業では、財政安定化のための基金積立分の措置（5億円）。 

 介護保険事業では、保険給付費の増加に伴う繰出金の増。 

 後期高齢者医療事業では、保険基盤安定分や静岡県広域連合の事務費負担金などを

繰り出し。 

 公債管理では、元金（満期一括償還積立金を含む）は△6億円の減、利子は市債残

高の減少などにより△4億円の減。 

 

   会計別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   区分別内訳 

 

 

 

 

 

   義務的支出…法律などに基づき支出するものや経費の内容から一般会計が負担すべき支出 

   財政支援的支出…義務的な支出以外の財政支援的な性格のもの 
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（単位：千円）

元金償還 B 借入　C

一般会計 290,641,860 30,888,472 23,593,400 7,295,072 283,346,788

特別会計 15,767,094 5,351,287 3,779,483 1,571,804 14,195,290

企業会計 238,342,582 11,958,564 9,808,100 2,150,464 236,192,118

計 544,751,536 48,198,323 37,180,983 11,017,340 533,734,196

区  分
20年度末
残高 A

21年度末
残高 A-D

21年度 ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ
D=B-C

（４）プライマリーバランス  元金償還と借入に配意した予算編成          

110億円の黒字 （20年度当初予算 92億円の黒字） 

 国では、プライマリーバランスは、借入額と元金と利子の償還額合計とを比較。 

 本市では、より厳しい条件である元金償還額と比較し、全会計合計で110億円の黒

字（元利償還額との比較では 232億円の黒字）。元金償還額と比較した場合、黒字

額の分だけ市債残高が減少。 

 予算編成において、所要の事業量を確保しつつ、市債の借入額を元金償還額以下に 

抑制し、市債残高を削減。新中期財政計画の目標達成に向けて引き続き取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

区　　分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

一般会計 2,174 2,163 2,199 2,218 2,205 3,122 3,060 2,960 2,906 2,833

特別会計 179 166 155 143 138 177 168 157 158 142

企業会計 1,931 1,972 1,992 1,989 1,980 2,418 2,403 2,376 2,383 2,362

計 4,284 4,301 4,346 4,350 4,323 5,717 5,631 5,493 5,447 5,337

※平成20年度末市債残高は平成20年度2月補正後の残高見込

※満期時に一括して償還する市場公募債償還準備のために、毎年度行う減債基金への積立要素を除い
   実質的な市債残高

0

2,000

4,000

6,000

単位：億円

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

市債残高の推移
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５ 特別会計・企業会計の主なもの                                

（１）特別会計            1,912億円 （20年度 1,872億円  40億円の増  2.1％） 

 国民健康保険事業      734億円 （20年度    682億円  52億円の増  7.7％） 

・ 収支不足解消のため保険料率を改定するとともに、平成 22年度の保険料率完全

統一に向けた、料率及び算定方法の統一に対する激変緩和措置を引き続き講ずる。 

 介護保険事業        467億円 （20年度    425億円  42億円の増  9.9％） 

 平成21年度から23年度までの3年間の介護保険事業計画において、介護従事者

の処遇改善を図るための介護報酬改定を踏まえ、保険料改定を行う。 

 

（２）企業会計               748億円  （20年度  845億円  97億円の減 △11.4％） 

 病院事業会計          200億円  （20年度  216億円  16億円の減 △ 7.6％） 

・ 引き続き病院事業及び医療公社の経営改革に取り組むとともに、病院事業（医療

センター）の地方独立行政法人化に向けた準備を進める。また、リハビリテーシ

ョン病院については、10月から病床数を88床から132床に増床する。 

 下水道事業会計        352億円  （20年度  429億円  77億円の減△17.8％） 

・ 下水道使用料収入の確保と建設事業費の削減を図るため、下水道計画区域の見直

しを行うとともに、計画区域や既認可区域であっても下水道への接続意思など住

民の意向を調査し、費用対効果の高い地域から順次整備を行い、中長期的な経営

健全化に取り組む。 
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６ 予算案の概要資料                               

ビジョン２２関連事業 

 
ビジョン２２関連事業費 １４，２９６百万円 

・ビジョン２２マニフェスト工程表に掲げる２１年度事業費は１２３億円 
   ・公共建築物緊急耐震化推進事業は２０年度２月補正において１７億円を追加し、平成２３

年度末までに耐震化率１００％とする。（計画を２年前倒して耐震化を実施） 

   ・マニフェスト関連事業費は、２０年度２月補正における前倒し分を含め、１４３億円で、前年

度１３２億円と比べ１１億円の増 

 

１ ビジョン２２に掲げる２１年度事業費  

 １２，３２０百万円 

（単位：千円）

21年度 比較

当初 A 当初 B A－B

6,381,8546,180,999200,855

1,076,7731,388,019△ 311,246

5,305,0814,792,980512,101

1,399,4342,171,837△ 772,403

104,265109,544△ 5,279

1,295,1692,062,293△ 767,124

4,538,8074,041,399497,408

188,678248,988△ 60,310

4,346,7793,787,411559,368

3,350 5,000△ 1,650

12,320,09512,394,235△ 74,140

※高丘運動広場、浜北新都市用地取得費は、企業用地として売却を前提とするため除外　

※職員定数の削減による前年度対比は△15.6億円、フォルテ管理事業の減△1.9億円

(事業費の積み上げから除く）

Ⅲ　０７浜松改革元年

５　スピードある行財政改革で必要な財源をつくる

６　地元の産業のさらなる発展を　市長みずから先頭に立つ！

７　トップが動く、浜松が変わる

Ⅱ　くらし満足度向上計画

３　住みやすさナンバーワンの｢ひとつの浜松｣

４　安全・安心の医療と介護

１　子育て世代を全力で応援

２　地域一体の教育で未来の浜松をつくる

7つの挑戦
3つの
基本
姿勢

Ⅰ　こども第一主義

20年度

合　　計

 

 

２ 国の補正で２０年度に前倒した事業 

                                １，９７６百万円 

比較

Ａ－Ｂ

Ⅰ 1 民間保育所施設整備助成事業 208,244276,535△ 68,291

Ⅰ 1 民間保育所耐震化整備等助成事業 69,414 0 69,414

Ⅰ 2 公共建築物緊急耐震化推進事業 1,698,043554,2361,143,807

1,975,701830,7711,144,930

※公共建築物緊急耐震化推進事業は19年度9月､11月補正でも1,008,700千円を20年度分から前倒し

19年度
2月補正：B

合     計

7つの
挑戦

事　　業　　名
20年度

2月補正：A

3つの
基本姿
勢
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３ ２１年度の主な事業 

21年度

当初(千円)

129,075

484,519

14,535

85,000

212,750

497,400

     155,632
  (1,698,043)

14,105

275,279

749,459

143,306

1,000,000

63,000

69,000

175,183

128,773

7 3,350

6Ⅲ

企業立地促進助成事業

企業立地促進事業費補助金（対象：用地・新規雇用・
建物・設備）
企業立地奨励補助金（対象：固定資産税・都市計画
税・事業所税）

収納率の向上のため、民間ノウハウを活用した催告業
務委託

天竜材の家百年住居る助成
事業

中国フラワーＥＸＰＯ2009ほか国際博覧会等への出展

シティプロモーション事業

マスコミ、エージェント、企業、関連団体などに対
し、市長自らがあらゆる機会を捉えて、産業（企業誘
致）・観光・音楽文化・特産品等、浜松の魅力をトッ
プセールスする

地域クラスター推進助成事
業

・知的クラスター創成事業の中核機関である浜松地域
テクノポリス推進機構に対する補助金交付
・研究成果を製品化する事業などに対する補助金交付
・製品化、事業化した企業に対する販路開拓等の支援

創業都市構想実現のため人材育成、知財創業、創業支
援にかかる各種事業
21年度より新素材・新形成技術事業化研究会支援事業
など新規事業を実施

ＭＩＨ２００９推進事業

はままつ産業創造センター
運営事業

市税等催告業務委託事業

地域材の需要拡大を図るため、地域材を一定量利用し
た木造住宅を建築する人に対し、材料費の一部の助成
補助金60,000千円（150件）

5

障害者･障害児の国の制度拡充に伴う､介護給付等事業
利用者負担の軽減
（1/10→1/80）

4

消防ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ･ﾍﾘﾎﾟｰﾄ整備事
業

管轄区域の広域化に伴う航空消防体制の構築のための
消防ヘリコプター・ヘリポート整備

2

Ⅰ

1

公共建築物緊急耐震化推進
事業

特定不妊治療費助成事業

小・中学校教育指導支援員
配置事業

母子家庭等自立支援手当支
給事業

（障害者自立支援）障害
者･障害児介護給付等事業

中長期的都心ビジョンを検討する都心未来創造会議の
運営経費等
21年度は都心未来ビジョンの提言のための調査分析等
を実施

教育施設の耐震補強計画および耐震補強実施設計
平成23年度までに耐震化率100％とする。
(  )は20年度2月補正前倒し分

Ⅱ

都心未来創造会議運営事業

【小学校】学習支援員〈全校〉110人、低学年多人数学
級支援員〈34人以上学級〉38人、図書館補助員〈全
校〉110人、複式学級等支援員18人、学校指導支援員2
人
【中学校】養護教諭補助員10人、学校指導支援員6人、
図書館補助員〈全校〉48人

平成21年度から従来の制度に加え、市独自に所得制限
を撤廃するとともに、治療２回目までの補助上限額を
引き上げ(10万円→20万円)

交通安全施設等整備・修繕
事業

子供たちが、安心して学校に通えるように、通学路の
排水性舗装への変更、側溝蓋掛け、路肩のカラー舗装
など歩道整備事業

3

2人以上を監護する児童扶養手当の受給者に対し､市独
自手当を一定期間支給
支給額  ：第2子　5千円、第3子～：各7千円
支給期間：児童扶養手当の受給資格開始後3年まで

3つの
基本
姿勢

妊婦健康診査事業
妊婦一人あたり14回助成
国の制度拡充に伴い9回増（5回→14回）

7つの
挑戦

事業名 事業の内容

小・中学生医療費助成事業 小中学生の入院医療費の助成及び通院医療費助成の準備経費
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こども政策事業 

～産前から学齢期までの一貫した取組み（こども第一主義）～ 

 

１ 産前のフォロー 

○特定不妊治療費助成事業                  85,000千円 

  所得制限の撤廃  

治療2回目までの補助上限額引き上げ 10万円⇒20万円 

○妊婦乳幼児健康診査事業                 643,499千円 

   妊婦健診の公費負担回数の拡充 5回⇒14回 

 

２ 産後のフォロー 

○子育て情報センター管理運営事業               39,332千円 

   指定管理者制度の導入及び子育て支援事業の再編 

 ○発達障害者支援センター運営事業               35,967千円 

   発達障害児・者とその家族への相談事業等支援の拡充 

○乳幼児医療費助成事業                 1,159,309千円    

   0歳から6歳以下の未就学児への医療費助成 

 

３ 学齢期前 

 ○民間保育所運営事業                  6,209,451千円 

   民間保育所の運営に要する経費（定員 5,930人⇒5,960人） 

 ○食物アレルギー児調理業務助成事業             10,980千円 

  民間保育所における食物アレルギー児調理業務に対し、新たに助成制度を創設 

○事業所内保育施設助成事業                 5,000千円 

  事業所内保育施設を開設する設置者に対し、新たに助成制度を創設 

○私立幼稚園就園奨励助成事業               769,462千円 

   幼稚園児を持つ保護者の経済的負担を軽減するための助成 

 ○預かり保育                        16,236千円 

   公立幼稚園の預かり保育の実施 15園⇒17園 

 

４ 学齢期 

○小・中学生医療費助成事業                129,075千円 

   小・中学生の入院医療費の助成及び通院医療費助成の準備経費 

○放課後児童会運営支援事業                    312,836千円 

   放課後児童会85か所の運営に要する経費 

   実施か所 5か所増（80か所⇒85か所）、定員205人増（3,495人⇒3,700人）  

 
５ その他 

 ○母子家庭等自立支援手当支給事業              14,535千円 

   2人以上の児童を監護する児童扶養手当の受給者に対し、独自手当を支給 

 ○青少年の家改築事業                   360,992千円 

   次代を担う青少年の拠点となる青少年の家の改築 
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特定不妊治療費助成事業・妊婦健康診査事業 

 

保険適用されない特定不妊治療（体外受精、顕微授精）について、個人負担額軽減

を図るため、従来の国の補助制度に加え、市独自に、所得制限を撤廃するとともに、

治療２回目までの助成額を引き上げることで、補助を拡充する。 

また、安全な分娩と妊娠、出産にかかる経済的な不安の解消を図るため、妊婦健診

に係る公費負担の回数を拡充する。 

 

１ 特定不妊治療費助成事業        ８５，０００千円 

○所得制限 

平成２０年度  ７３０万円未満（国の補助制度対象を適用） 

   平成２１年度  所得制限撤廃 

  ○１回あたり助成額（同一夫婦に対して通算５年間、１年度２回まで） 

平成２０年度 上限１０万円 

平成２１年度 上限２０万円（１・２回目の治療） 

       上限１０万円（３回目以降の治療） 

 

２ 妊婦健康診査事業          ４８４，５１９千円 

妊婦１人あたりが受けるべき健康診査の回数は１３～１４回程度であることか

ら、国の制度拡充に伴い、妊娠中１４回、委託機関で指定項目の健診（一部公費負

担）を実施する。 

 

○妊婦１人あたりの公費負担回数 

平成２０年度  ５回 

平成２１年度 １４回（超音波検査４回と血液検査１回も追加） 
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私立幼稚園就園奨励費補助金・放課後児童会関連事業 

 

 

１ 私立幼稚園就園奨励費補助金    769,462千円（20年度 684,456千円） 

  ○事業概要 

保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図ることを目的として、保

育料等を軽減した場合にその相当額を補助する。 

 

○国の制度改正による増 

 ・補助単価の引き上げ（5％増） 

   ・第2子以降の優遇措置の拡充 

 

 

２ 放課後児童会関連事業        402,648千円（20年度 400,140千円） 

○放課後児童会運営支援事業    312,836千円（20年度 289,852千円） 

   放課後児童会85か所（20年度 80か所）の運営費に要する経費 

・定員205人増（3,495人⇒3,700人） 

      伊佐見小  （西区伊佐見町） 定員40人増 （40人⇒80人） 

      内野小   （浜北区内野）  定員40人増 （40人⇒80人） 

       元城小   （中区元城町）  定員40人増 新規開設 

      上島小   （中区曳馬六丁目）定員40人増 代官平会館新規開設 

その他                       定員45人増 H20施設整備など   

   ・障害児受入放課後児童会の拡充（12か所⇒15か所） 

 

○放課後児童会施設整備事業     89,812千円（20年度 110,288千円） 

22年4月より定員増 

   ・積志小放課後児童会施設整備（東区積志町）     

積志小学校敷地内  定員40人増（40人⇒80人） 

   ・双葉小放課後児童会施設整備（中区海老塚二丁目）  

校舎内専用施設   定員10人増（30人⇒40人） 

・金指小放課後児童会施設整備（北区引佐町金指） 

     引佐日赤病院敷地内 定員20人増（20人⇒40人） 
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こども医療費助成事業 

 

 

県制度の乳幼児医療費助成事業に加え、平成20年度から小・中学生の入院医

療費の助成を市単独で実施。平成22年度からは小・中学生の通院医療費助成を

開始する予定。平成21年度では、通院医療費助成のための準備を進める。 

 

１ 乳幼児医療費助成事業   1,159,309千円 

昭和48年から県制度として実施。 

○対象     6歳以下の未就学児（通院・入院を助成） 

   ○所得制限 なし 

         県制度の所得制限については、市単独で助成することによ 

り、所得制限を撤廃 

○自己負担 通院1回 500円(月5回目以降は無し)､入院1日 500円 

   ○助成方法 現物給付 

医療機関で受給者証と健康保険証を提示し自己負担金を支

払い、助成分の医療費は、市が県国保連合会を通じて医療

機関へ支払う。 

 

２ 小・中学生医療費助成事業  129,075千円 

・入院医療費助成   70,385千円 

        ・通院医療費準備経費 58,690千円（臨時） 
    

小・中学生の入院医療費（保険診療に伴う一部負担金）について、自己

負担金を除く金額を市独自に助成。 

 

○所得制限  なし 

○自己負担  1日500円 

○助成方法  償還払い 

医療機関で保険診療の一部負担金をいったん支払いした後、

領収書を添えて市へ請求する方法。市は、自己負担金 1日

500円を控除した助成金を、保護者の口座へ支払いする。 
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教育指導支援員配置事業 

 

子ども一人ひとりにきめ細かな指導・支援を実施し、学校生活への円滑な適応を図るた

め、教育指導支援員の配置を拡充する。 

 

１ 人数及び事業費  660人 450,387千円（20年度：627人 419,121千円） 

 

２ 主な拡充内容 

○発達支援教育指導員         37人 29,600千円（20年度: 32人 25,600千円） 

新規に5校（小学校4校、中学校1校）に配置し、発達支援教室を開設する。 

○学校指導支援員            8人  9,152千円（20年度:  6人  6,864千円） 

小学校の指導支援員を新規に2名配置し、問題の早期解決の支援・学校環境の確保

を行う。 

○障害児在籍学級キッズサポーター  72人 47,430千円（20年度: 53人 34,914千円） 

  障害を持つ幼稚園児が在籍する学級に加え、21年度から学級の状況に応じて加配制

度を新設し、個々の成長に合わせた支援を充実させる。 

○外国人児童生徒就学サポーター   35人 29,400千円（20年度: 30人 25,200千円） 

母国語を話せるサポーターを5人増員し、外国人児童生徒の就学をサポートする。 

 

(単位：人、千円)

人数 金額 人数 金額 人数 金額

①発達支援教育指導員（小・中） 37 29,600 32 25,600 5 4,000

②スクールヘルパー（小・中） 73 45,260 73 45,260 0 0

③学校図書館補助員（小・中） 158 60,598 158 60,598 0 0

④小学校学習指導支援員（小） 110 84,800 111 85,600 △ 1 △ 800

⑤低学年多人数学級指導支援員（小） 38 30,400 43 34,400 △ 5 △ 4,000

⑥複式学級等指導支援員（小） 18 19,800 18 19,800 0 0

35 19,322 40 21,672 △ 5 △ 2,350

10 8,000 8 6,400 2 1,600

8 9,152 6 6,864 2 2,288

多人数学級サポーター 35 23,057 32 21,081 3 1,976

障害児在籍学級サポーター 72 47,430 53 34,914 19 12,516

複式学級サポーター 6 3,953 3 1,977 3 1,976

預かり保育サポーター 14 9,145 12 7,595 2 1,550

35 29,400 30 25,200 5 4,200

11 30,470 8 22,160 3 8,310

660 450,387 627 419,121 33 31,266

⑧養護教諭補助員（中）

⑨学校指導支援員（小・中）

⑫外国人児童生徒就学支援員（小・中）

合　　　　計

⑪外国人児童生徒就学サポーター（小・中）

⑩キッズ
サポーター
（幼）

⑦理科支援員（小）

区　　　　　　分
比　　較平成21年度 平成20年度
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学校建設事業 
 

児童・生徒・園児の安全を確保するとともに、子どもたちに良好な学習環境を提

供するため、市立小中学校及び幼稚園などについて、老朽化や児童・生徒・園児数

等を勘案し、計画的に建設を進める。 

21年度は、市長マニフェスト“教育施設の耐震化100％”を着実に遂行するため、

老朽化した教育施設の改築を進める。 

事業費では、前年度対比4.4億円増の39億円を措置する。 

(単位:千円)

事　　業　　名 21年度 20年度 比　較

1 小学校建設事業 1,113,203 1,807,123 △693,920 

2 小学校規模適正化事業 1,791,053 685,687 1,105,366 

3 中学校建設事業 257,059 525,411 △268,352 

4 幼稚園規模適正化事業 112,524 55,123 57,401 

5 学校給食センター建設事業 629,169 102,330 526,839 

6 市立高校野球場整備事業 287,632 △287,632 

合　　　計 3,903,008 3,463,306 439,702 

―

 

１ 学校建設 

 ○積志小学校                     1,112,378千円 

    校舎改築工事（20～21年度） 

 ○入野中学校                        243,353千円 

校舎増築工事（20～21年度）  

 ○北部中学校                       12,500千円   

校舎改築基本設計、地質調査 

 ○佐久間中学校                           800千円   

体育館改修実施設計 

 

２ 規模適正化 

 ○双葉小学校                        1,090,178千円   

校舎、体育館、プール建設工事（20～21年度） 

 ○五島小・遠州浜小統合校                695,150千円  

用地造成工事、校舎等建設工事（21～22年度） 

○田沢小・渋川小・久留女木小統合             5,674千円 

 統合に伴う田沢小学校施設整備工事 

 ○五島幼稚園                                       78,500千円  

園舎建設工事（21～22年度） 

○内野地区幼稚園                    34,000千円      

用地造成工事 

 

３ 給食センター建設  

○天竜学校給食センター                 629,169千円 

  移転改築工事（20～21年度） 
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浜松地域人づくり大学事業・学習成果活用支援事業 
 

 

１ 浜松地域人づくり大学事業       ３，０００千円 

（１）目的 

行政が行ってきたサービスを市民やＮＰＯが担う社会を目指し、市民活動に参加して

地域社会に貢献する人材を育成し、市民協働のすそ野を広げる。 

（２）概要 

① 講座の設定 

・市の各課が開講している既存の各種ボランティア講座などのうち「人づくり大学」

としての講座を選出、集約 

・人づくり大学として新たに企画実施する講座を設定（6講座） 

② 受講生の募集 

・ホームページで講座情報を発信 

・開催講座を一覧にしたパンフレットを作成、配布して受講生を募集 

③ 講座の開催、修了者の支援 

・講座の各担当課が講座を実施し、修了者を支援 

・まちづくりセンターなど市民活動を支援する組織との連携 

 

 

２ 学習成果活用支援事業       １，２００千円 

（１）目的 

行政が行ってきた生涯学習施設での講座等学習活動の提供を、市民が主体的に行うこ

とを目指し、新たな指導者等を育成し、学びの成果を自立的・持続的に生かす仕組みを

構築する。 

（２）概要 

① 学習活動事業の設定 

・市が、活動拠点となる生涯学習施設ごとに、地域の課題や特色に関わる講座等学

習活動を募集 

・市は、地域に根ざしたもの、新規テーマを優先して実施事業を選択 

② 学習活動事業の開催 

・事業を提案した市民やグループが基本的には事業を企画、運営 

・市は、企画内容調整、活動への助言等により援助 

③ 事業完了後の活動 

・事業を提案した市民やグループは、事業完了後も学習活動の指導者として、地域

の学習活動に参加 

 

 



　効率的・効果的な施策を実現するため、NPO法人と行政、異なる主体が役割

分担を行い、協力して事業を実施する。

　21年度はNPO法人に対し12億円の委託を実施する。

○主なNPO法人への委託事業

当初予算額（千円）

1特定健康診査・特定保健指導業務 632,365

2後期高齢者健康診査業務 333,291

3男女共同参画推進センター指定管理 57,023

4外国人子ども教育支援推進事業委託 47,962

5障害児・者日中一時支援事業 35,544

6子育て情報センター管理運営事業 34,416

7放課後児童会運営支援事業 33,613

8障害児・者移動支援事業 22,734

9発達障害児・者生活支援事業 10,349

10相談支援事業所事業 9,074

11リサイクル拠点運営業務委託 7,917

12佐久間歴史と民話の郷会館文化振興事業（音楽関係事業） 4,130

13佐久間歴史と民話の郷会館管理業務委託事業 3,792

14天竜ものづくり継承施設管理運営事業 3,320

15「親と子のウミガメ教室」事業 3,127

16佐久間歴史と民話の郷会館文化振興事業 2,465

17協働推進人づくり講座（浜松地域人づくり大学） 2,100

18交流居住モデル事業 1,575

19動物園駐車場使用料徴収業務 1,500

20子育て緊急サポート事業 1,287

21高齢者生活管理指導員派遣事業 1,215

22小・中学生医療費助成事業 1,197

23その他　森林での企業の低炭素型活動調査業務　など 6,790

1,256,786合　計

事業名

NPO法人委託事業
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シティプロモーション事業 
 
 
１ 目的 

本市が持つ魅力を国内外に広く発信し、政令指定都市・浜松の知名度やイメージ

の向上、さらには、都市ブランドの確立を図る。さらにこの活動を通じ、「人」、  

「もの」、「情報」の交流を活発化し、都市間競争に打ち勝つ、元気で活力のある浜

松を創ることを目的とする。 
 

２ 事業内容 

（1）市長トップセールス 

 

（2）首都圏プロモーション 

  ①戦略的メディアリレーション事業 

  ②首都圏プロモーション用フリーペーパー事業 

  ③（新規）首都圏プロモーションイベント事業 

   本市の多彩な魅力をアピールするシティプロモーションイベントを首都圏で

開催し、今後の誘客及び特産物の流通拡大等につなげる。 

 

（3）海外プロモーション 

  ①（臨時）2009仁川世界都市祝典出展 

   韓国・仁川広域市で開催される「2009仁川世界都市祝典」に出展し、本市の産

業や観光資源等をアピールし、韓国をはじめとしたアジア地域からの誘客を促進

する。 

 

（4）官民協働プロモーション 

官民協働による「オール浜松」で本市の魅力を全国に発信する組織「浜松・浜

名湖プロモーション協議会」が行う、シティプロモーション情報の集約及び発信

に関する各種事業や、参加メンバーの連携強化を図るための事業等を支援する。 
 

（5）その他事業 

  ①浜松市やらまいか大使、浜松サポーターズクラブの積極的な活用 

  ②浜松市マスコットキャラクターの活用 

  ③市内外で開催されるイベント等でのプロモーション活動 

  ④シティプロモーションホームページの運営及びシティプロモーションツール

の制作 

  ⑤ペイドパブリシティ 

 
３ 事業費 ６９，０００千円 
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浜松の元気を発信する大型イベントの開催 

 

 平成２１年度は、国内外に浜松の元気を発信する全国的、世界的な大型イベントを開催。 

  

１ 浜松モザイカルチャー世界博２００９ 

  人と自然のシンフォニーをテーマに、はままつフラワーパークをメイン会場として、 

「浜松モザイカルチャー世界博２００９」を開催する。愛称「浜名湖立体花博」。 

 

 ○事業内容 

  ・会  期  平成２１年９月１９日（土）～ １１月２３日（月･祝）６６日間 

  ・会  場  メイン ：はままつフラワーパーク 

       ＰＲ会場：浜松市全域（各区） 

・出  展  国内外から８０作品（目標） 

  ・来場目標  ８０万人 

  ・開催主体  浜松市・浜松モザイカルチャー世界博２００９協会 

  ・協会総事業費  約２４億円 

 

 ○事業費  ５０６，１５３千円（協会への負担金） 

        ・開催支援事業   127,700千円 

        ・運営推進事業   128,453千円 

        ・花と緑の推進事業 250,000千円 

 

２ 国民文化祭「第24回国民文化祭・しずおか２００９」 

  全国各地で行われている文化活動を、全国的な規模で発表、競演、交流する「第２４回

国民文化祭・しずおか２００９」が、静岡県内で開催され、約１００事業のうち、浜松市

主催として１２事業を実施する。 

 

○事業内容 

・会  期  平成２１年１０月２４日（土）～ １１月８日（日） 

・事業主体  第24回国民文化祭浜松市実行委員会 

・主な事業 

・城跡フェスティバル 

・美術展 

・オーケストラの祭典 

・ジャズフェスティバル 

・農村歌舞伎 

・ハーモニカフェスティバル 

・吹奏楽の祭典         など 

 

○事業費  ５２，０００千円（実行委員会への負担金） 
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３ 浜松国際ピアノコンクール 

世界の優秀な若いピアニストを発掘し、世界の音楽文化の発展に寄与するとともに、市

民へ質の高い音楽を提供し、また「音楽の都・浜松」を発信することを目的として、３年

ごとに「浜松国際ピアノコンクール」を開催しており、今回7回目をむかえる。 
世界各国から多くの優秀な若手ピアニストの応募があり、世界への登竜門としての役割

を果たしている注目のコンクールとなっている。 
 

○事業内容 

・日 程   平成２１年１１月８日（日）～ １１月２３日（月） 

       予選（アクトシティ中ホール） 

 第１次  １１月 ８日（日）～１２日（木） 

第２次  １１月１３日（金）～１５日（日） 

第３次  １１月１７日（火）～１８日（水） 

本選（アクトシティ大ホール） 

  １１月２１日（土）～２２日（日） 

入賞者披露演奏会  １１月２３日（月） 

・その他   予備審査（第7回よりＤＶＤ審査） 

開催告知ＰＲ（雑誌、新聞告知） 

インターネット配信 

関連イベント開催 

 ・楽器博物館サロンコンサート 

          ・ピアノ駅伝 

          ・中村紘子トーク＆リサイタル 

          ・演劇･人形劇公演 

 ・アクトシティ音楽院主催者養成セミナー修了生事業 など 

 

○事業費   １３０，０００千円（負担金） 
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外国人市民との共生事業 
 
１ 外国人学習支援センター事業  240,000千円 

外国人教育施策については、一層の取り組みの強化が求められていることから、日

本語学習などの学習支援機能を充実させるため、（仮称）浜松市外国人学習支援セン

ターを開設する。 

 ○旧雄踏町庁舎の施設改修整備（耐震補強工事、設備改修工事など） 

 <外国人学習支援センターの事業内容> 
○外国人日本語学習支援事業 
はじめての日本語教室、豊かな日本語教室、日常生活のための日本語教室 

○多文化体験スクール開催事業 
○学習支援ボランティア養成事業 
○外国人学校支援事業 
  外国人学校への日本語教師派遣、外国人学校合同文化祭・音楽祭の開催支援 
○バイリンガル教師による外国語教室開催事業 
 

２ 外国人学校に通う児童生徒に対する教科書購入助成   7,450千円 

外国人児童生徒の保護者の負担を軽減し、外国人児童生徒の教育環境の充実を図る

ことを目的とし、教科書を購入する児童生徒に対し、助成金を交付する。 

○助成額：１人あたりの教科書購入費用（平均約３万円）の１/３（上限１万円） 

○対象：市内外国人学校に通う学齢期の外国人児童生徒 

 

３ 外国人子ども教育支援推進事業   109,963千円（20年度：100,262千円） 

日本語が理解できず不就学となってしまう子どもや、母国語の理解が十分でない子

どもなど、教育的な支援を求めている外国人児童生徒に対する施策を充実する。 

○日本語教室「はまっこ」の開講 

8会場9教室（20年度：8会場9教室） 

会場：元城小、萩丘小、遠州浜小、砂丘小、瑞穂小、北浜小、江南中、浜名高 

○母国語教室「まつっこ」の開講 

4会場4教室（20年度：4会場4教室） 

  会場：クリエート浜松、佐鳴台集会所、和地公民館、なゆた浜北 

○就学サポーターの増員 

・外国人児童生徒の多く在籍する学校に派遣する母国語を話せる就学サポーターを

5人増員し、35人（20年度：30人）体制で日本語授業のサポートを行う。 

○就学支援員の増員 

・特に外国人児童生徒が多く在籍する学校に常駐で配置する就学支援員を3人増員

し、11人（20年度：8人）体制とする。 
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中山間地域振興事業 

 

１ 目 的 

  過疎・高齢化により集落機能が著しく低下している中山間地域（天竜区全域と北

区の一部地域）の自立と振興は、本市の重要な課題である。 

このため、中山間地域の総合的な施策のあり方を示す｢(仮称)浜松市中山間地域

振興計画｣を平成21年度に策定する。（計画期間：平成22年度から5ヵ年） 

  計画の策定にあたり実施した「集落座談会」などを通じて明らかになった課題の

うち、早急に対応が必要な課題については平成 21年度に着手し、計画に引き継ぐ

こととした。 

２ 支援体制の強化 

本庁と天竜区役所に専任の職員を配置し、中山間地域への支援体制を強化する。 

３ 計画策定前に着手する主な事業 

（１）生活基盤の着実な整備 

①生活用水応援事業（上下水道部上下水道総務課）     １９，７５６千円 

水の宅配サービス、水タンク等の整備、簡易浄水装置の設置など安定した飲

料水の確保に必要な支援制度を創設する。 

②公設民営飲料水供給施設に対する支援（上下水道部上下水道総務課） 

９５，９０２千円 

水源や消毒設備の整備などを進めることにより安全で良質な飲料水の供給

を図る。 

  ③テレビ共同受信施設デジタル対応事業（企画部情報政策課） 

１２０，５０３千円 

地形的条件による地デジ難視聴地域解消のために必要な施設整備を支援する。 

（２）地域活力向上に向けた自主的な取り組み支援 

①浜松型田舎ぐらし推進事業（企画部地域自治振興課）    ６，２７０千円 

｢(仮称)浜松田舎ぐらし推進事務局｣設置による情報の一元管理及び体験ツ 

アー等の交流事業を実施する。 

②過疎地有償運送の経営安定化支援（都市計画部交通政策課） １，０００千円 

  ｢ＮＰＯ法人がんばらまいか佐久間｣が実施する過疎地有償運送の経営安定

化のための支援制度を創設する。（最長3年間） 

（３）集落対策の推進 

①中山間地域集落機能調査事業（企画部地域自治振興課）   ３，１９４千円 

    集落への目配り等の支援制度を構築するため、高齢者世帯・空き家・耕作放

棄地・危険箇所等の集落の現状を調査する。 
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地球温暖化対策事業について 

 

  地球温暖化の防止及び環境の保全を図るためには、化石燃料使用の抑制とともに、   

環境への負荷が少ない新エネルギーへ転換することが有効である。 

  平成２１年度においては、既存事業の拡充や新規事業の立上げ等必要な予算措置を  

行い、次のとおり、新エネルギー関連事業に取り組む。 

 

１ 新エネルギー利用推進助成事業        ２２，８２３千円（衛生費） 

  家庭用太陽光発電システム設置に対する助成を行う。 

   ・@75千円×300件（⑳@75千円×200件） 

 

２ （新規）新エネルギー率先導入事業      １０，０００千円（衛生費） 

  公共施設に太陽光発電システムを設置し、新エネルギー導入の啓発を行う。 

 

３ （新規）農業施設省エネルギー対策推進助成事業 ８，０００千円（農林水産業費） 

  施設園芸の省エネルギー化、新エネルギーへの転換に対する助成を行う。 

 

４ （新規）カーボンオフセットモデル構築事業   １，１３０千円（農林水産業費） 

  企業等との協働による森林整備により二酸化炭素を削減するカーボンオフセット事業

について、団体･企業等への意向調査、プランの策定及び市有林の整備を行う。 

 

５ バイオマス利活用推進事業             ３５０千円（衛生費） 

  バイオマスタウン構想（平成21年3月公表予定）に沿った、バイオマス利活用の推進

を目的としたバイオマス利活用推進協議会を設立し、バイオマス利活用にかかる検討を

行う。 

 

６ （新規）廃食用油リサイクル事業        １，６３０千円（衛生費） 

  家庭から廃棄される食用油をバイオディーゼル燃料として再生利用するため、公民館

等公共施設において、拠点回収を実施する。 

 

７ 新素材（木質バイオマス）利活用検討事業      ５００千円（商工費） 

  はままつ産業創造センターへ委託し、間伐材等未利用木質バイオマスの利活用の方策

について検討を行う。 

 

８ （新規）地域残材搬出事業          ６０，０００千円（農林水産業費） 

  打ち捨てられた間伐材を搬出し、木質バイオマスなどに有効活用する。 
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防 災 対 策 

 

１ 地域防災無線整備事業                ３９３，４１３千円 

現在、旧浜松・浜北地域はアナログ式の地域防災無線を使用しており、地域防

災無線は平成23年5月までにデジタル化しなければならないため、旧浜松・浜北

地域の地域防災無線を平成21、22年度にデジタル無線に更新する。 

本庁・消防本部に統制局を、中継局を 2箇所、区役所・地域自治センター・各

避難所等に子局を379台整備する予定。 

 

２ 土木防災情報システム運営事業  21年度の実質的事業費   ６０，４００千円 

                  （21年度当初予算額    ５，４００千円） 

土木防災情報を国県等の情報に加え、浜松市独自の情報を収集するためのシス

テム導入に伴う維持管理経費。 

なお平成20年度2月補正予算においてシステム導入に伴う初期費用を追加し、

雨量、水位、現地映像など情報収集のためのネットワークカメラ等の設置などを

行う。なお、繰越措置により平成21年度の実質的な事業費は60,400千円となる。 

 

３ 市民向け防災情報メール配信システム整備事業        ２，９９３千円 

多くの市民が所持する携帯電話を利用して、大雨・洪水警報等の気象警報や震

度速報等の自然災害情報などを市民へ提供する。これにより、消防団等の関係諸

団体及び市民への情報提供の仕組みを強化し、災害時の初動対応や避難行動の迅

速化、強化を図る。 

 

４ 地震対策推進事業                  ２３７，２９８千円 

(１)わが家の専門家診断事業 

・耐震診断補強相談士の無料派遣 

(２)木造住宅補強計画策定事業 

・旧構造基準で建築された既存木造住宅の補強計画作成費用の一部助成 

(３)建築物耐震診断事業 

・旧構造基準で建築された既存建築物（既存木造住宅を除く）の耐震診断費用の

一部助成 
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(４)建築物耐震補強助成事業 

・耐震診断の結果、倒壊又は破壊の危険性がある建物の耐震補強工事費用の一部助成 

・（新規）耐震診断における耐震評点が0.4未満の物件に加算 

(５)建築物耐震補強計画策定事業 

・（新規）旧構造基準で建築された木造住宅以外の既存建築物の補強計画作成費用

の一部助成 

(６)ブロック塀等耐震化促進事業 

・地震発生時に倒壊等の危険性のあるブロック塀等の撤去工事費用の一部助成 

・避難路等に面するブロック塀等を安全な塀に改善する工事費用の一部助成 

(７)がけ地近接危険住宅移転事業 

・がけ地の崩壊等により、住民の生命に危険を及ぼす区域において、危険住宅の

移転費用の一部助成 

 

５ 公共建築物緊急耐震化推進事業 21年度の実質的事業費 １，８５３，６５７千円 

                （21年度当初予算額   １５５，６３２千円） 

 市民に安全で安心な公共建築物を提供するため、地震による倒壊被害を未然に

防止すると共に、市民の大切な命を保護することを目的に、平成20年11月に改

定した「浜松市公共建築物耐震補強推進計画」に基づき、Is値0.7未満の既存公

共建築物について耐震化を実施している。特に教育施設については、耐震化の進

捗を図るために、平成25年度事業完了予定を2年間前倒しし、平成23年度に事

業を完了する。 

なお、平成20年度2月補正予算において国庫補助金の内示に伴い小中学校校舎

など17校26棟の耐震補強工事費1,698,043千円を追加し、繰越措置により平成

21年度の実質的な事業費は1,853,675千円となる。 

 

６ 民間保育所耐震化整備等助成事業  21年度の実質的事業費  ６９，４１４千円 

これまでの市単独補助について、一律の助成体系を見直し、保育所整備におけ

る耐震化、待機児童解消の緊急的な課題に対応するため、民間保育所耐震化整備

等補助金を創設（平成20年度2月補正対応）。 
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行財政改革の推進 
 

これまでも浜松市行財政改革推進審議会答申に基づき、行財政改革を進めている。 

平成20年度において指摘のあった「補助金に係る緊急提言」「平成20年度指摘事項」並

びに「中間答申」の主な項目について、平成21年度当初予算において、以下のように取り

組み、財政的な効果を見込むものである。 
 

１ 定員管理･給与等の適正化 
 人件費は一般、特別、企業会計の全ての削減効果として、△15.4億円、定員は 

△157人。 

 給料を△8.1億円、職員手当(退職手当を除く)を△5.2億円、退職手当ほかで 

△2.1億円をそれぞれ削減。 

 定員適正化計画（総会計分）の推進 

平成21年度の職員定数は、5,950人で対前年度比△157人。平成21年度の定員適正化計画

職員数5,998人に対し、これまで△48人削減を前倒しし、給与総額を抑制。 

 
２ 補助金の見直し 

 平成 20年度に実施した内部、外部評価の結果を踏まえ、全ての補助金について、

補助の内容、補助率等を見直し、原則 3年以内の終期を設けて、新たな補助金と

して21年度予算に反映する。 

 見直しの内容 ・類似補助金の再編・統合及び委託料化 

         ・同一同種補助金の制度の統一化 

         ・団体運営補助、イベント補助について、補助対象事業費の明確

化と補助率の設定（1/2以内）に向けた段階的な削減。21年度

予算では、補助期間、団体の性質等を考慮して15～30％を削減。 

 補助件数の削減 △111件 （H20 300件 → H21 189件） 

 効 果 額   △ 8億円（H20 134億円 → H21 126億円） 
 
３ 財政の計画的な運営 

 新中期財政計画に基づき、引き続き人件費はじめ、補助金などの見直しを進める

とともに、総市債残高の抑制を推進。 

 総市債残高 

・21年度末総市債残高見込 5,337億円（20年度末見込 5,447億円 △110億円） 

新中期財政計画に掲げる総市債残高を平成26年度末で、5,000億円未満の目標

に向け、財政の健全性を確保する。 

・公的資金補償金免除繰上償還制度を積極的に活用し、21年度までの 3年間で、  

借換を含め合計225億円の繰上償還を実施。46億円余の財政効果を見込む。 
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補助金の見直し 

 

平成20年度に実施した、内部、外部評価の結果を踏まえ、全ての補助金について、補

助の内容、補助率等を見直し、補助要綱を整備し原則3年以内の終期を設けて、新たな

補助金として平成21年度予算に反映する。 

 

１ 平成２１年度補助金総額   １２４億円 （平20 １３２億円 △８億円) 

22億円を削減(主なもの) 

・組合等土地区画整理事業費補助金  △5.4億円(平21  6.0億円) 

・大型商業施設促進事業費補助金   △3.0億円(平21 2.0億円) 

・飼料作物生産体制整備事業費補助金 △2.5億円(平21 0.0億円) 

・土地改良事業償還費補助金     △1.6億円(平21 13.1億円) 

14億円を追加(主なもの) 

・社会福祉施設等施設整備費補助金   4.6億円(平21  4.6億円) 

・天竜浜名湖鉄道経営助成基金費補助金  1.3億円(平21  2.9億円) 

・テレビ共同受信施設難視聴解消事業費補助金 

1.0億円(平21  1.2億円) 

・私立幼稚園就園奨励金         0.8億円(平21  7.7億円) 

     ＜拡充した主なもの＞ 

・特定不妊治療費補助金         0.5億円(平21  0.9億円)  

・天竜材の家百年住居る事業費補助金   0.1億円(平21  0.6億円) 

・住宅用新エネルギーシステム設置費補助金 

0.1億円(平21  0.2億円)      

 

２ 補助件数           １８９件  （平20 ３００件 △１１１件） 

   

３ がんばる地域応援事業 

① 一律削減を実施したうえ20年度の提案件数により各区予算額に差を設ける。 

② 21年度中に、20年度の事業を評価し、そのあり方を見直す。 

 

４ 補助金以外の科目等を含めた総額の実質的な比較 

① 総額 △823百万円 (平20 13,210百万円→平21 12,387百万円) △ 6.2% 

      ② がんばる地域応援事業 

△ 27百万円 (平20     170百万円→平21     143百万円) △15.9% 

③ 委託料等への科目変更 

（平20は補助金として措置していたものを、平21は委託料等に変更した部分） 

46百万円 (平20      0百万円→平21      46百万円) 

①＋②＋③ 

△804百万円 (平20  13,380百万円→平21  12,576百万円) △ 6.0% 
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区分 小学校 中学校 幼稚園 計

校数 27 7 18 52

借地面積（㎡） 68,524 43,150 30,532 142,206

借地料（千円） 75,193 64,840 24,195 164,228

借地の計画的な解消 

 

１ 目的 

平成 20年度末に策定の資産経営推進方針の個別方針である、市施設敷地の借用

に関する方針に基づき、計画的な借地の解消に取り組むもの。 

 

２ 基金の創設 

浜松市が借用している土地について、安定的な利用と借地料による財政負担の軽

減を図るため、土地の取得など公有財産の適正な管理に活用するもの。 

 

・ 基金名  資産管理基金 

・ 基金条例 21年2月議会（20年度案件） 

・ 積立額  2,620,000千円（フォルテ清算に伴い発生した臨時的収入） 

  

   基金の処分 

・ 浜松市が借用している土地の取得に要する経費に充てるとき 

・ 浜松市土地開発公社が保有する土地の取得に要する経費に充てるとき 

・ 廃止された施設の取壊しに要する経費に充てるとき  など 

 

３ 学校借地解消事業 500,000千円（財源：資産管理基金） 

  将来にわたって継続的に安定した学校及び幼稚園の運営を行うため、市が賃借し

ている学校及び幼稚園用地の買取りを実施し、計画的な借地解消に取り組む。 

 
   有償の借地がある学校・幼稚園 

            
※借地料は21年度の見込 



歳入 歳出

1　補助金

①
補助金を総額で削減すべ
き。

補助金総額　△823,287千円（13,210,319→12,387,032)…a
      ・削減率　△6.2％
      ・削減した補助金　　　　　  △21.7億円
      ・追加（増額）した補助金　　 13.5億円
      ・件数　△111件（300→189）
　
　①がんばる地域応援事業
　　　　　　　　△ 27,000千円（170,000→143,000)…b
  ②委託料等への科目変更
　　　　　　　　　　46,281千円…C
 
　　　　実質的な比較(a+b+c)=△804,006千円　　△6.0%

　　※参考
　　　　⑲→⑳実質的な比較△1,364,259千円　△9.1%

△804,006

②

【緊急提言】
50年以上継続している補助
金は、平成21年度に予算額
を50％以上削減し、当該年
度をもって廃止する。

・事業内容、団体の性質等を考慮して15％～30％を削減
　　　　△238,553千円（1,878,677→1,640,124)　△12.7%

(△238,553)

③

【緊急提言】
20年以上継続している補助
金（50年以上継続している補
助金を除く）は、平成21年度
以降、予算額を毎年前年度
の50％以上削減し、23年度
をもって廃止すべきである。

・事業内容、団体の性質等を考慮して15％～30％を削減
　　　　△29,387千円（4,256,017→4,226,630)　△0.7%

(△29,387)

④

【緊急提言】
団体運営費やイベントへの
補助には削減の余地がある
にもかかわらず、安易に存続
している。特に、商工会議所
など財政基盤が確立し自活
する力のある団体への補助
は、廃止する。

・団体運営費補助(△15%～△30%)
　　△215,381千円（1,138,216→922,635)
　　　うち　医師会、歯科医師会等
　  　　　　　△ 3,268千円（ 10,342→    7,074)
　　　　　　商工会等
　　　　　　　△51,385千円（154,385→103,000)
　　　　　　観光協会　補助金削減
　  　　　　　△ 7,653千円（  51,015→  43,362)

・イベント等補助(△15%～△30%)
　　△32,934千円（99,910→66,976)

(△248,515)

⑤

【緊急提言】
2年間の試行としてスタートし
た「がんばる地域応援事業」
は、人口の少ない区の方が
多額など不均衡と言わざるを
得ず、事業採択基準を統一
すべきである。本年度の実施
内容を鑑みて、2年目となる
平成21年度は予算額を15％
以上削減し、22年度以降に
ついては、廃止を含めて、そ
のあり方を見直すべきであ
る。

・20年度における各区の提案件数実績を配分に考慮
・中区　　16,500千円　　 （⑳20,000千円）
・東区　　16,700千円　　 （⑳20,000千円）
・西区　　16,900千円　　 （⑳20,000千円）
・南区　　16,700千円　　 （⑳20,000千円）
・北区　　26,400千円　　 （⑳30,000千円）
・浜北区 24,700千円     （⑳30,000千円）
・天竜区 25,100千円     （⑳30,000千円）

(△27,000)

※1補助金の②～⑤の（　）の値は、①の内数です。

項　目 内　容

影　 響　 額（千円）
（前年度当初対比）

行革審への対応一覧
第２次行財政改革推進審議会　指摘事項対応状況一覧（平成２１年度当初予算影響額）
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歳入 歳出
項　目 内　容

影　 響　 額（千円）
（前年度当初対比）

２　外郭団体

①
外郭団体への委託事業は競
争入札とすること｡

･江之島水泳場運動施設管理運営業務(随意契約→一般競争入
札）
･かわな野外活動ｾﾝﾀｰ管理業務(非公募→公募)
･市内公園施設維持管理及び貸出業務(随意契約→一般競争入
札)など

△83,175

② (財)浜松市医療公社
県西部浜松医療センターを独立行政法人に移行するための人事
給与財務会計システムの改修などの準備経費及び新法人評価
委員会、新法人設立準備検討会議委員報酬

38,948

③ (株）フォレストみさくぼ 損失補償に要する経費 △34,922

④ 浜松都市開発(株) 20.12.18に解散。平成20年度中に清算完了予定。 △226,963

⑤ 浜松市土地開発公社 保有土地の計画的な処分に伴い、借入利子が減少。 △52,000

３　人件費

①

職員数削減の一層の推進
H21．4月の職員削減数は、
定員適正化計画の147人を
上回ること

職員定数の削減　△157人（6,107→5,950　総会計） △1,544,645

②

事務の合理化及び時間外勤
務の縮減について、実務担
当者から幅広い改善提案が
なされるよう、提案制度を充
実すること

はままつGoodJob運動に係る優秀事例への報償など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　361千円（953 → 1,314千円）

361

４　附属機関等

①
平成21年6月　農業委員会統
合

平成21年6月、4農業委員会を統合
農業委員総数（122人→50人　△72人）
※農業委員総数が50人になるのは7月から

△17,109

②

平成21年6月の農業委員会
の統合に当たり、農業委員
の補助員である農業調査員
が設置されていない浜北･天
竜地区にも事務量に応じて
農業調査員を配置すること。

・平成21年6月に農業委員会を統合
・全市に農業調査員を配置する。
調査員総数（159人→239人　+80人　うち浜北30人　天竜26人）

9,993

  35



生活の利便性や安全性の向上など、市民生活に身近で、実際に効果を実感できる事業の一覧

（単位：千円）  

1 市民生活便利帳の発行 広聴広報課 30,695
生活便利帳により、市民の皆さんに身近で暮らしに役立つ市
民サービス等を案内するもの

2
エレベータ設置、
路面誘導サインの整備

ユニバーサ
ルデザイン課

62,900
旭・板屋南地下道エレベータの設置、中心市街地路面誘導
サインの整備、アクトシティのUD改修工事、中心市街地歩行
空間のUD整備工事

3 北遠IT利活用推進事業 情報政策課 5,000
SNS（ソーシャル・ネットワーク・サービス）のしくみを利用し、
北遠地域の活性化を促進

4
テレビ共同受信施設デジ
タル対応事業

情報政策課 118,020
テレビ共同受信施設組合が実施する、地上デジタル放送受
信設備整備事業に対し、補助金を交付

5
浜松型田舎暮らし推進
事業

地域自治
振興課

6,270
中山間地への移住や交流を希望する人が必要とする情報を
一元管理するとともに、事務局を設置

6
中山間地域集落機能
調査事業

地域自治
振興課

3,194
高齢化率が高い集落など100集落を対象に、現状調査（高齢
者世帯、空き家、耕作放棄地など）を実施

7 旅券申請受付・交付事業 市民生活課 40,199
平成21年9月から中区、北区、浜北区の３区役所で、パス
ポート申請の受付と交付サービスを実施

8
北区

総務企画課
10,524

9
浜北区

総務企画課
17,686

10
科学情報システム
「ヘイムズⅣ」整備事業

生涯学習課 66,812 浜松科学館の学習情報システム「ヘイムズ」の更新

11
コンビニ収納取扱税目の
拡大

納税課 29,638
追加税目H21：固定資産税 (コンビニ収納取扱手数料)
※軽自動車税、市・県民税に追加

12
地区社会福祉協議会
活動助成事業

福祉総務課 6,050
地域福祉の課題解決に寄与する先駆的、モデル的事業で、
今後の発展性が期待される活動に対する助成を拡充

13
高齢者集会施設ユニ
バーサルデザイン化助成
事業

高齢者
福祉課

15,000
高齢者が活動しやすい場所のUD化
（500千円×30施設）

14
放課後児童会施設整備
事業

次世代
育成課

89,812
積志放課後児童会施設建設（積志小学校敷地内）、
双葉小放課後児童会児童会建設（校舎内専用施設）、
金指小放課後児童会施設建設（専用施設）など

民生費

款
（会計）

事 業 名 内　　　　容№ 所管課 H21当初

北区役所及び浜北区役所での不動産・商業・法人登記事項
証明書及び法人印鑑証明書の交付にかかる登記印紙の売
りさばき事務（交付は法務局職員が実施）
※北区役所は20年12月から実施

総務費

登記事項証明書発行

「見える化」事業一覧
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（単位：千円）  

款
（会計）

事 業 名 内　　　　容№ 所管課 H21当初

15
母子家庭等自立支援
手当支給事業

子育て
支援課

14,535
2人以上の児童を監護する児童扶養手当の受給者に対し、
浜松市独自の手当を一定期間支給
第2子：5,000円、第3子以降：各7,000円

16
小・中学生医療費助成
事業

子育て
支援課

129,075
小・中学生の入院医療費（保険診療に伴う自己負担分）の助
成及び通院医療費助成の準備経費

17 妊婦健康診査事業 健康増進課 484,519
妊婦１人あたり健診委託料１４回分
　※国の補助制度拡充に伴い、９回拡充

18 こんにちは赤ちゃん事業 健康増進課 19,892
生後４か月までの乳児家庭の全戸訪問事業
出生連絡票の提出率アップに伴い相談希望者が増えている
ことから、保健師・助産師の訪問件数を1割程度増とする

19
特定不妊治療費助成
事業

健康増進課 85,000
１回あたり上限１０万円・年２回まで、通算５年間までの助成
市単独分：①所得制限の撤廃
               ②助成額２０万円に引き上げ（２回目の治療まで）

20
旧浜松地域廃布団類
収集運搬事業

資源廃棄物
政策課

18,800
旧浜松地域において、市民が廃布団類を裁断することなく集
積所に出すことができるようにするもの
（２０年１０月から実施）

21
新エネルギー利用推進
助成事業

環境企画課 22,823 住宅用太陽光発電システムを設置する者に対する助成

22 生活用水応援事業
上下水道
総務課

19,756
水道、簡易水道等の給水区域に取り込めない地域の生活用
水の確保のための宅配、水質管理に対する助成の実施

23 地震対策推進事業 建築行政課 237,298
住宅等の耐震診断や補強工事に対する助成
平成21年度から耐震評点の低い木造住宅に対する助成を
加算

24 教育施設の耐震化 公共建築課 155,632
教育施設の耐震補強計画および耐震補強実施設計
平成23年度までに耐震化率100％

25
公共建築物のユニバー
サルデザイン推進事業

公共建築課 10,609 クリエート浜松のユニバーサルデザイン化工事

26 通学路の整備 道路保全課 497,400 7路線、延長1,227mの歩道設置

27
病院周辺における安全・
安心な歩行空間整備事業

道路保全課 26,000 4路線、延長1,140ｍの側溝の蓋掛け等

28 公共交通支援事業
交通政策課

など
397,107

中山間地域におけるバス路線維持、医療機関への通院のた
めの患者輸送バス運行、遠距離通学となる児童・生徒のた
めのスクールバス運行への支援
総務費、民生費、衛生費、土木費、教育費に計上

29
交通事故ワースト１脱出
事業

交通政策課 106,300
政令指定都市の中で、人口10万人あたりの人身事故発生件
数及び交通事故死者がワースト１であることから、脱出する
ための啓発活動を実施

衛生費

土木費

民生費
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（単位：千円）  

款
（会計）

事 業 名 内　　　　容№ 所管課 H21当初

30
音声案内サイン整備事
業

都市開発課 9,000
視覚障害者の自立と社会参加を支援するため、中心市街地
に音声案内サイン３基を整備

31 天竜川緑地トイレ設置
南部公園

管理事務所
3,000 天竜川緑地に設置するトイレの賃借料

32
和地山公園園路改修
事業

南部公園
管理事務所

10,000
園路の凹凸を解消し、車椅子やベビーカーを使用する方も利
用しやすい園路に改修

33
三方原緑地トイレ改修
事業

北部公園
管理事務所

10,000
高齢者、障害者の方も気軽に利用できる多目的トイレの設
置

34
救急高度化推進整備
事業

警防課 5,400
水窪出張所へ救命救急士2名配置
H21年度：救命士3名増

35
市民向け防災情報メール
配信システム整備事業

防災対策課 2,993
携帯電話を利用した防災情報等のメール配信システムの整
備

36 地域防災無線整備事業 防災対策課 393,413 旧浜松・浜北地域の地域防災無線のデジタル化整備

37 支援員の拡充
教職員課
指導課

450,387
小学校学習指導支援員、小学校低学年多人数学級支援
員、図書館補助員、発達支援教育指導員、外国人就学サ
ポーター、キッズサポーターなどの支援員の拡充

38 学校・幼稚園建設事業 学校施設課 3,903,008

積志小校舎改築、双葉小建設、五島・遠州浜小建設、田沢・
渋川・久留女木小統合、入野中増築、北部中改築基本設
計・地質調査、佐久間中改修設計、内野地区幼稚園造成、
五島幼稚園建設、天竜学校給食センター建設

39 学校安全体制の整備 こども安全課 13,648
学校や通学路における事件・事故を未然に防ぐためのｽｸｰﾙ
ｶﾞｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰによる巡回活動
1人増（17人⇒18人）

40 ＡＥＤの整備 こども安全課 10,053
児童生徒等の万が一の事態に対応するため、2か年で全小
中学校にＡＥＤを整備（H21整備完了）

41 不登校児支援の充実 指導課 28,238
適応指導教室の開催5教室（⑳4教室）
適応指導教室の活動・交流の場として「ほっとエリア阿多古」
の整備

42 小学校英語にALT 指導課 123,757
H21年度からの小学校英語実施に伴い、授業数の1/3の時
数でALTを活用した授業の実施
ALT38人（⑳34人）

43
病院
事業

医療センターにおける
バースセンターの運営

新法人設立
準備課

301,276
市内の産科医療の充実を図るため、２１年４月から運営を開
始するバースセンターに要する経費
（年間５００件の分娩を予定）

7,990,719計

教育費

消防費

土木費
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アアジジアアでで一一番番輝輝くくももののづづくくりり都都市市のの創創造造  

～創造的な“ものづくり”による地域経済の振興～ 

①既存産業の強化と積極的な企業誘致 

②“ものづくり・創業”のメッカに向けた環境づくり 

③農林水産業の効率的な経営の促進と産地力強化 

④地域特性や資源を活かした観光産業の振興 

 

７ 戦略計画２００９基本方針の主要事業                           

 

 都市の将来像である『市民協働で築く「未来へかがやく創造都市・浜松」』の

実現を目指し、「平成２１年度重点戦略」を推進する主な事業を紹介します。 

 

   
 

 戦略 

 １  

地地域域力力をを結結集集ししてて取取りり組組むむ““ここどどもも第第一一主主義義””  

～地域一体の教育による未来の浜松の創造～ 

①子どもを生み育てやすい環境づくり 

②きめ細かな指導による確かな学力の育成 

③安心して学ぶことのできる教育環境の整備 

 

くくららしし満満足足度度向向上上計計画画  

～住みやすさナンバーワンの都市づくり～ 

①「ひとつの浜松」に向けた地域の一体的な発展 

②思いやりの心が結ぶ人にやさしいまちづくり 

 ～ユニバーサルデザインの普及・推進～ 

③だれもが安心して暮らせる福祉、健康のまちづくり 

 

 戦略 

 ２  

 戦略 

 ３  
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分分野野別別のの主主なな取取りり組組みみ  

１ 産業経済 ２ 教育、文化、スポーツ ３ 防災、市民生活 

４ 環境   ５ 健康、福祉      ６ 都市・生活基盤 

７ 都市経営 

 戦略 

 ６  

次次世世代代にに継継承承すするる天天竜竜川川・・浜浜名名湖湖のの自自然然  

～自然環境との共生～ 

①豊かな自然環境や水資源の保全と活用 

②地球温暖化対策の推進 

 

文文化化がが都都市市のの活活力力をを生生むむ「「創創造造都都市市」」のの実実現現  

～個性豊かな地域文化の創造～ 

①“音楽の都・浜松”に向けた挑戦 

②市民の創造性をはぐくむ文化芸術活動の促進 

③地域に根ざした伝統文化の継承 

 

世世界界をを身身近近にに感感じじるる交交流流都都市市づづくくりり  

～世界都市の確立～ 

①世界に発信するシティプロモーションの推進 

②多文化共生社会の形成 

③世界の諸都市との交流・協力 

 

 戦略 

 ５  

 戦略 

 ４  

 戦略 

 ６  



① 既存産業の強化と積極的な企業誘致

予算額(千円) 所管課

1 中小企業向け融資制度利用促進事業（緊急経済対策） (商工費) 44,831 産業政策課

中小企業者が融資を受けるために要する信用保証料の軽減を (457-2281)

図るための信用保証協会に対する事務費の一部負担

2 制度融資運営費助成事業（緊急経済対策） (商工費) 29,879 産業政策課

中小企業者への低利融資を実現するための金融機関の資金 (457-2281)

調達に対する助成

3 小規模事業者助成事業（緊急経済対策） <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 31,373 産業政策課

ビジネスサポート資金（従業員20名以下の中小企業者）の借入に (457-2281)

対する利子補給補助

・ 融資利率：1.6％（予定）

4 新規創業者等助成事業 (商工費) 2,329 産業政策課

創業サポート資金の借入に対する利子補給補助 (457-2281)

・ 融資利率：1.3％（予定）

5 企業誘致関連事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 46,739 企業立地推進課

首都圏における企業誘致活動や用地情報の提供など (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 68へ

6 企業立地促進助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 1,000,000 企業立地推進課

進出企業の用地取得費や建物設備費などに対する補助 (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 68へ

アジアで一番輝くものづくり都市の創造

～創造的な“ものづくり”による地域経済の振興～

事業名及び事業内容

戦略
　１
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 工場用地開発事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 19,722 企業立地推進課

工場用地確保のための開発可能性調査など (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 68へ

8 都田地区開発事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 17,516 企業立地推進課

工場用地として活用を図る都田地区の地質調査など (457-2282)

9 工場用地関連公共施設整備事業 (土木費) 930,700 道路企画課

企業誘致のために必要な社会資本整備 (457-2427)

・ 都田地区　　　事業年度 H20～H23 河川課

　細江浜北線など9路線の道路整備 (457-2451)

　調整池築造　2.6ha
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②  “ものづくり・創業”のメッカに向けた環境づくり

予算額(千円) 所管課

1 はままつ産業創造センター運営事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 175,183 産業政策課

浜松モデルの産業支援の推進拠点として経済界と連携して運営 (457-2281)

・ 商工会議所8階（中区東伊場二丁目）

・ 人財育成事業、知財創業事業、創業支援事業など

・ ワンストップサービスの実施

・ (新規)新素材・新形成技術事業化研究会など

・ (新規)浜松地域宇宙航空産業支援事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 65へ

2 地域クラスター推進助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 128,773 産業政策課

光・電子産業のさらなる集積を促進する第Ⅱ期知的クラスター (457-2281)

創成事業への助成

・ 事業化促進事業、人材養成事業、情報発信事業など

3 商業者育成事業 (商工費) 4,850 商業政策課

商業者育成のための小売店舗を対象としたセミナーの開催 (457-2285)

事業名及び事業内容
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③ 農林水産業の効率的な経営の促進と産地力強化

予算額(千円) 所管課

1 農業生産維持緊急対策資金償還利子助成事業 (農林水産業費) 1,400 農業水産課

省エネルギー施設への転換経費や運転経費についての (457-2333)

借入に対する利子助成

下記の条件で融資を行った農協に対して5年を限度に助成

・ 対象者               施設園芸を営む認定農業者

・ 資金使途　         運転資金、設備資金

・ 利子補給率　    　3.0％以内

・ 融資限度額　　    3,000千円

2 地産地消推進事業 (農林水産業費) 600 農業水産課

地元消費者と生産者を結びつけ、地元産物の消費拡大を図る (457-2333)

・ 地産地消パンフレットの作成

・ 地産地消バスツアーの開催など

3 担い手育成支援活動事業 (農林水産業費) 13,564 農業水産課

農業の担い手としての認定農業者に対する経営改善等の (457-2333)

指導・支援

・ 浜松市担い手育成総合支援協議会に対する負担金

・ 浜松市認定農業者協議会に対する負担金

4 新規就農者育成支援事業（緊急経済対策） (農林水産業費) 3,495 農業水産課

新規就農者の設備投資や就農前研修に対する支援 (457-2333)

・ 新規就農時の設備投資の借入に対する支援

・ 新規就農予定者の就農前研修に対する支援

5 株式会社等農業経営推進事業 (農林水産業費) 1,899 農業水産課

株式会社の農業参入の推進 (457-2333)

・ 浜松市､農地所有者､農業参入法人の3者間の農地貸借契約

により株式会社等の農業算入を促進

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 担い手グループ育成支援事業 (農林水産業費) 1,419 農業水産課

地域農業を担う団体の活動に対する助成 (457-2333)

7 産地力推進事業 (農林水産業費) 2,675 農業水産課

品評会での市長賞授与や、花き振興、茶業振興など (457-2333)

・ 花き振興にかかる調整や情報収集

・ 茶業振興にかかる調整や情報収集　　など

8 環境保全型農業振興事業 (農林水産業費) 6,023 農業水産課

環境に配慮した土作りと化学肥料や農薬の低減を一体的に行う (457-2333)

エコファーマーの育成のための助成や、有機農業推進など環境

保全型農業を推進するための経費

・ 有機農業啓発のためのパンフレット作成経費

・ エコファーマーへの助成

・ 環境に配慮した農業用資材導入に要する経費の助成

<新規>

9 環境に配慮した森林管理推進事業 (農林水産業費) 3,200 森林課

私有林を中心とした森林を対象に、国際機関からの (457-2159)

森林認証を取得し、持続手可能な森林管理を推進するための経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 78へ

10 天竜材の家百年居住る助成事業 (農林水産業費) 63,000 森林課

地域材を一定量使用した住宅の施工者に、上限４００千円を助成 (457-2159)

11 新規林業就業者支援事業 (農林水産業費) 7,200 森林課

新たに林業就業者となる者を受け入れる事業体に対する助成 (457-2159)

林業技術を修得する２年間５０千円／月を助成
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

12 林道整備事業 (農林水産業費) 926,140 森林課

市内林道の新設・改良・舗装・維持 (457-2159)

（国庫補助・県施行・県補助・市単独事業）

13 水産振興助成事業 (農林水産業費) 4,475 農業水産課

水産業の振興を図るための助成 (592-8816)

・ トラフグ・ノコギリガザミなどの放流等に対する助成

・ （新規）アオノリの種苗生産施設整備に対する助成
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④ 地域特性や資源を活かした観光産業の振興

予算額(千円) 所管課

1 舘山寺温泉そぞろ歩きのまちづくり整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 201,400 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

温泉街の風情を保ち、そぞろ歩きのできる街づくりを目指した (457-2295)

舘山寺温泉街の基盤整備

・ 舘山寺鹿谷線、舘山寺36・37号線、舘山寺34号線整備など

2 浜松まつり事業 (商工費) 52,151 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

浜松まつりを開催し観光客の誘致を図る (457-2295)

（凧揚げ合戦、御殿屋台引き回し、おまつり広場）

3 サイクルツーリズム事業 (商工費) 11,123 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

「浜名湖サイクルツーリング」、「天竜サイクルツーリズム」の開催 (457-2295)

4 産業観光推進事業 (商工費) 850 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

産業観光の振興方策を研究するための産業観光研究会を開催 (457-2295)

5 ニューツーリズム推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 4,853 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

多彩な地域資源を観光振興に活用する「はままつツーリズム」及び (457-2295)

花を活用して誘客促進を図る「フラワーツーリズム」の推進

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 72へ

6 観光案内推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 16,280 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

観光案内の充実を図るための観光インフォメーションセンターの (457-2295)

運営や観光パンフレット作成など

7 観光宣伝支援事業 (商工費) 7,028 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

観光振興を目的とする各種団体への負担金 (457-2295)

8 富士山静岡空港利用促進支援事業 (商工費) 5,000 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

富士山静岡空港の利活用推進、観光交流人口の拡大促進を支援 (457-2295)

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

9 観光振興助成事業 (商工費) 43,362 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

観光協会が実施する観光振興事業に対する助成 (457-2295)

10 フィルムコミッション推進事業 (商工費) 1,035 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

全国に本市をＰＲするため映画やテレビなどのロケ誘致を推進 (457-2295)

11 観光案内情報発信助成事業 (商工費) 5,000 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

観光情報サイト「浜松だいすきネット」の運営に対する助成 (457-2295)
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①　子どもを生み育てやすい環境づくり

予算額(千円) 所管課

1 放課後児童会運営支援事業 (民生費) 312,836 次世代育成課

放課後児童会の運営に要する経費 (457-2795)

・ 実施か所　5か所増（H20　 80か所　⇒　H21　 85か所）

・ 定員　　　　205人増（H20　3,495人　⇒　H21　3,700人）

・ 放課後児童会の新規開設場所

　上島、元城、（中区）、

　和地、伊佐見（西区）、

　浜名第3ﾋﾞｰﾊﾞｰｸﾗﾌﾞ（浜北区）

・ 発達障害児受入児童会数を拡充（12か所⇒15か所）

2 放課後児童会施設整備事業 (民生費) 89,812 次世代育成課

放課後児童会施設の整備 (457-2795)

・ 積志小放課後児童会

　　　　　　　　　（積志小学校敷地内､定員40人⇒80人）

・ 双葉小放課後児童会

　　　　　　　　　（双葉小校舎内専用施設､定員30人⇒40人）

・ 金指小放課後児童会

　　　　　　　　　（引佐日赤病院敷地内､定員20人⇒40人）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 47へ

3 浜松こども館運営事業 (民生費) 107,507 次世代育成課

浜松こども館の管理運営を委託する経費 (457-2795)

4 なかよし館・児童館運営事業 (民生費) 98,363 次世代育成課

なかよし館26館、児童館4館の運営に要する経費 (457-2795)

地域力を結集して取り組む“こども第一主義”

～地域一体の教育による未来の浜松の創造～

事業名及び事業内容

戦略
　２
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 児童家庭相談事業 (民生費) 2,489 子育て支援課

各区役所での家庭児童相談室の運営経費 (457-2792)

家庭における児童の療育･人間関係や児童福祉に関する相談を実施

6 エンゼルヘルパー派遣事業 (民生費) 2,641 子育て支援課

家事や育児が困難な家庭に対し、養育ヘルパー費用の一部を負担 (457-2792)

7 療育支援訪問事業 (民生費) 3,663 子育て支援課

虐待の防止等のため、育児・家事の援助や育児に関する (457-2792)

技術的支援を行う家庭訪問員の派遣を行う経費

<新規>

8 子育て緊急サポート事業 (民生費) 1,287 子育て支援課

育児等に係る臨時的、突発的、専門的なニーズへ対応 (457-2792)

するための経費

・ 病児・病後児の預かりなど緊急サポートの実施

・ 緊急サポートスタッフの確保及び研修

9 発達障害者支援センター運営事業 (民生費) 35,967 子育て支援課

発達障害者とその家族へ早期に適切な支援をするために (457-2792)

設置する発達障害者支援センターの運営に要する経費

・ 巡回指導の拡充（Ｈ20　86件　⇒　Ｈ21 132件）

・ 21年度からキッズサポーターへの研修、児童デイサービス実施

予定施設への療育指導を実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 51へ

10 発達支援広場事業 (民生費) 10,130 子育て支援課

発達障害者を持つ親の交流の場を提供し、育児方法の指導や早期 (457-2792)

療育の必要性を啓発する中で、悩みや不安を解消するための経費

・ 実施か所　2か所増（H20　 2か所　⇒　H21　 4か所）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 51へ
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

11 母子家庭等自立支援手当支給事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 14,535 子育て支援課

2人以上の児童を監護する児童扶養手当の受給者に対し、 (457-2792)

浜松市の独自の手当を一定期間支給

・ 対象者　児童扶養手当と同じ

・ 支給額（月額）　第1子：0円、第2子：5,000円、

　　　　　　　　　　第3子以降：7,000千円

・ 支給期間　児童扶養手当の支給要件に該当することと

　　　　　　　なった月の翌月から3年間

※制度開始は平成21年8月から

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 52へ

12 小・中学生医療費助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 129,075 子育て支援課

小・中学生の入院医療費(保険診療に伴う自己負担分)の助成及び (457-2792)

通院医療費助成の準備経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 53へ

13 民間保育所運営事業 (民生費) 6,209,451 保育課

民間保育所61園の運営費に対する助成 (457-2118)

定員30人増　Ｈ20 5,930人　⇒　Ｈ21 5,960人

14 民間保育所事業費助成事業 (民生費) 556,791 保育課

一時保育、延長保育などの事業を実施する民間保育園に (457-2118)

対する助成

・ (新規）食物アレルギー児調理業務助成事業

　　　食物アレルギー児への除去食または代替食の提供を行う

　　　民間保育所に対し助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 54へ

15 民間保育所入所児童処遇向上費助成事業 (民生費) 730,352 保育課

児童の処遇改善などに対する助成 (457-2118)
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

16 認証保育所助成事業 (民生費) 137,806 保育課

認証保育所の保育水準向上と児童の処遇改善に対する助成 (457-2118)

※ 認証保育所とは、国の基準に満たないが、市が定めた基準

を満たす施設

<新規>

17 事業所内保育施設助成事業 (民生費) 5,000 保育課

新規に事業所内保育施設を開設する経費に対する助成 (457-2118)

・ 対象施設　定員6人以上、

　　　　　　　認可外保育施設指導監督基準に適合した施設

18 妊婦乳幼児健康診査事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (衛生費) 643,499 健康増進課

妊婦健康診査費用の公費負担回数を拡充（5回⇒14回） (453-6125)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 56へ

19 こんにちは赤ちゃん事業 (衛生費) 19,892 健康増進課

親の育児不安をなくすために、保健師、助産師等が生後４ヶ月 (453-6125)

までの乳児を全戸訪問し、相談指導を実施

20 特定不妊治療費助成事業 (衛生費) 85,000 健康増進課

市独自に所得制限の撤廃と治療２回目までの補助上限額の引上げ (453-6125)

（10万円⇒20万円）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 57へ

21 預かり保育の新規実施園 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 16,236 教職員課

預かり保育新規実施園（豊西、赤佐幼稚園）に教諭２名加配 (457-2408)

・ 預かり保育対象　　在園児

・ 預かり時間　　　  　7：30～8：30、教育時間終了後～18：30

　　　　　　　　　　　　※曜日により異なる
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

22 幼稚園教育指導支援員配置事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 83,585 教職員課

多人数学級サポーターや預かり保育サポーターなどの (457-2408)

キッズサポーターの配置

・ 多人数学級サポーター（3歳児26人以上、4・5歳児31人以上）

・ 預かり保育サポーター（預かり保育実施園）

・ 複式学級サポーター （複式学級対象園）

・ 障害児等在籍学級サポーター（障害児等在籍園）

　　　サポーター27人増員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 104へ
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② きめ細かな指導による確かな学力の育成

予算額(千円) 所管課

1 外国人学校助成事業 (総務費) 12,450 国際課

・各種学校として認可を受けた南米系外国人学校への支援 (457-2359)

・（新規）教科書購入費用に対する助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 9へ

2 教育総合計画推進事業 (教育費) 896 教育総務課

浜松市教育総合計画の推進、はままつの教育の作成 (457-2401)

3 浜松教師塾の開催 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 200
天竜川・浜名湖地区
総合教育センター

教師の指導力向上のため浜松教師塾を開催 (448-1131)

・ 塾   ：師範1名、塾生2～3名のグループ（20塾程度）

・ 内容：師範と塾生相互の授業公開・研究協議、

　　　 民間講師による講話　　など

4 外国人子ども教育支援推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 79,493 指導課

日本語教室「はまっこ」・母国語教室「まつっこ」の開催、 (457-2411)

就学サポーターの派遣等、外国人児童生徒の就学を支援

・ 「はまっこ」の開講

　　教室数：8会場9教室

・ 「まつっこ」の開講

　　教室数：4会場4教室

・ 外国人児童生徒就学サポーターの派遣

　　サポーター人数：35人（5人増員）

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 不登校児支援推進事業 (教育費) 28,238 指導課

不登校児を支援するための適応指導教室の開催 (457-2411)

21年度から交流活動の拠点として「ほっとエリア阿多古」を開設

・ ふれあい教室（浜松）　会場：復興記念館

・ かやの木教室（浜北）　会場：勤労青少年ホーム

・ すぎのこクラブ（天竜）　会場：旧下阿多古中学校

・ 引佐チャレンジ教室（細江）　会場：教育会館分館

・ (新規)とびうお教室（舞阪）　会場：舞阪文化センター

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 105へ

6 生きた英語力育成事業 (教育費) 123,757 指導課

小学校・中学校にＡＬＴ（外国語指導助手）３８人を派遣（４人増員） (457-2411)

・ 小学校英語授業に対応するためALTを4人増員

小学校5・6年生　年間平均授業数12時間の1/3の

                      4時間程度でALTによる授業実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 106へ

7 理科支援員等配置事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 19,322 指導課

小学校５・６年生の理科の授業に理科支援員の配置及び (457-2411)

特別講師を派遣

・ 理科支援員の配置　　配置校：35校

・ 特別講師(大学・企業等の研究者・技術者等)の派遣

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 104へ

8 発達支援教育推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 6,768 指導課

健常児と障害児との交流事業、就学指導委員会の運営、 (457-2411)

「ことばの教室」の開催など発達教育の推進

・ 共生・共育推進事業（推進校5校）

　健常児と障害児との交流・共同学習

・ ことばの教室（9教室）

　追分小、佐藤小、双葉小、葵が丘小、可美小、積志小、

　北浜小、気賀小、二俣小
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

9 小学校少人数学級対応講師の配置 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 49,934 教職員課

３０人学級試行に伴うモデル校の講師人件費（１０人） (457-2408)

・ 30人学級試行学年：小学校1・2年

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 100へ

10 学校教育指導支援員配置事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 212,750 教職員課

小学校教育指導支援員の配置 (457-2408)

・ 学校図書館補助員（全校配置）

・ 小学校学習指導支援員（複式校以外全校配置）

　　21年度から全教科を対象（20年度は国語・算数を対象）

・ 小学校低学年多人数学級指導支援員(34名以上の学級)

　　21年度から1・2年生を対象（20年度は1年生を対象）

・ 複式学級等指導支援員（複式学級等対象校）

・ (新規)小学校指導支援員

　　21年度から新規に2人配置

中学校教育指導支援員の配置

・ 学校図書館補助員（全校配置）

・ 養護教諭補助員

　　21年度から2人増員

・ 中学校指導支援員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 104へ
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③ 安心して学ぶことのできる教育環境の整備

予算額(千円) 所管課

1 公共建築物緊急耐震化推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (土木費) 155,632 公共建築課

公共建築物の耐震補強の実施 (457-2461)

・ 教育施設の耐震補強計画　

・ 教育施設の耐震補強実施設計

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 92へ

2 交通安全対策事業 (土木費) 11,041 交通政策課

交通安全に対する啓発活動等 (457-2441)

・ 幼稚園、学校、自治会等への横断旗、啓発看板を配布

・ 交通指導員活動に対する謝礼等

3 スクールバス運行事業 (教育費) 114,221 教育総務課

遠距離通学となる児童・生徒等の通学手段を確保する (457-2401)

スクールバスの運行

・ 対象：都田小、北庄内幼、清竜中、光が丘中、 

　　　  雄踏幼、伊平幼、田沢幼、

　　  　春野地区全小中、佐久間小・中、水窪小・中、

　　　　龍山第一小

<新規>

4 学校借地解消事業 (教育費) 500,000 学校施設課

資産管理基金を活用し、市が賃借している学校及び幼稚園用地の (457-2403)

買取りを実施し、計画的に借地解消に取り組む

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 101へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 学校給食事業 (教育費) 634,736 こども安全課

安全、安心な学校給食の実施のための給食施設の整備、 (457-2422)

衛生管理及び給食調理業務の民間委託

・ 小学校民間委託実施校：20校

　　（新規）芳川小、相生小、新津小、広沢小、白脇小

・ 中学校民間委託実施校：11校

　　（新規）積志中、東部中、与進中

<新規>

6 学校給食指導事業 (教育費) 1,095 こども安全課

学校給食における地産地消を推進するため、地元農水産物の (457-2422)

活用について、モデル校にて調査・研究を実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 109へ

7 小学校建設事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 1,113,203 学校施設課

小学校の校舎改築等 (457-2403)

・ 積志小校舎改築

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 102へ

8 学校施設整備事業（小学校） (教育費) 390,856 学校施設課

小学校111校の施設整備 (457-2403)

・ 内野小プールサイド改修

・ 気田小ベランダ等改修

・ 三ヶ日東小体育館床改修

・ 都田南小南校舎屋上防水改修

・ 与進北小屋上防水改修　　ほか
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

9 中学校建設事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 257,059 学校施設課

中学校の校舎・体育館の増改築 (457-2403)

・ 北部中改築基本設計、地質調査

・ 入野中校舎増築

・ 佐久間中体育館改修設計

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 103へ

10 学校施設整備事業（中学校） (教育費) 219,650 学校施設課

中学校49校の施設整備 (457-2403)

・ 高台中配水管等改修

・ 与進中給水管及び受水槽改修

・ 都田中受水槽改修

・ 丸塚中体育館器具庫改築　　ほか

11 幼稚園施設整備事業 (教育費) 53,829 学校施設課

幼稚園67園の施設整備 (457-2403)

・ 預かり保育用施設改修、初度調弁

・ 引佐幼稚園園庭改修

・ 中瀬幼稚園屋根塗装　　ほか

12 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 (教育費) 13,648 こども安全課

スクールガードリーダーによる巡回活動など (457-2422)

・ スクールガードリーダー：警察ＯＢ等18人（20年度17人）

・ 巡回時間：児童の下校時13:00～17:00までの4時間程度
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① 「ひとつの浜松」に向けた地域の一体的な発展

予算額(千円) 所管課

1 市民協働推進事業 (総務費) 7,412 市民協働推進課

市民、市民活動団体、事業者及び行政が協働して、市民主体の (457-2094)

まちづくりを推進

・ 提案公募型協働事業「市民協働たねからみのり」

・ 浜松地域人づくり大学事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 15へ

2 都心未来創造会議運営事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 14,105 商業政策課

中長期的な都心ビジョンを検討する都心未来創造会議の運営 (457-2285)

・ 21年度は都心未来ビジョンを策定

（平成20年度～平成21年度策定　計画期間：概ね20年程度）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 69へ

3 中心市街地活性化施策調査研究事業 (商工費) 3,450 商業政策課

中心市街地活性化基本計画の推進のための調査研究 (457-2285)

4 道路企画調査事業 (土木費) 30,000 道路企画課

道路整備のための各種調査 (457-2427)

・ 第二東名自動車道スマートインターチェンジ調査

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 85へ

・ 国道257号バイパス（北区都田町～三方原町）のルート調査

・ みちづくり計画のフォローアップ調査　　など

くらし満足度向上計画

～住みやすさナンバーワンの都市づくり～

事業名及び事業内容

戦略
　３
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 国県道整備事業（緊急経済対策） (土木費) 2,902,900 道路企画課

政令指定都市移行に伴い移管された国県道の新設及び改良 (457-2427)

主な施行箇所

・ 国道152号（第二東名自動車道浜北ＩＣ周辺アクセス道路整備）

・ 国道152号（天竜区佐久間町 道路拡幅）

・ 天竜浜松線（浜北区寺島 道路築造）

・ 浜松環状線（東区西ヶ崎町 道路拡幅）

6 都市計画マスタープラン策定事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (土木費) 9,000 都市計画課

地域の実情と市民の意向を反映した長期的な都市計画の (457-2363)

基本方針を策定

・ 最終調整、パブリックコメント等を行い、計画策定を完了

（平成18年度～平成21年度　計画期間：平成22年度～平成41年度）

7 都市計画道路見直し計画策定事業 (土木費) 5,100 都市計画課

都市計画道路の必要性と道路ネットワークの再確認、見直しを (457-2363)

行うための調査

・ 20年度の路線別の評価結果を基に道路ネットワーク機能の

検証を行い、見直し計画を策定

（平成19年度～平成21年度　計画期間：策定時に決定）

8 国土利用計画策定事業 (土木費) 6,615 土地政策課

国土利用計画法に基づき総合的な土地利用計画を策定 （457-2642)

２１年度は関係機関等と最終調整を行い、計画策定を完了

（平成19年度～平成21年度策定　計画期間：策定時に決定）

9 総合交通計画策定事業 (土木費) 16,510 交通政策課

新市の交通課題を分析し、総合的な交通体系を構築するための (457-2441)

方針を策定

・ 関係機関との最終調整を行い、計画を策定

（平成17年度～平成21年度　計画期間：平成22年度～平成40年度）
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

10 西遠都市圏総合都市交通体系調査事業 (土木費) 77,700 交通政策課

交通の主体である人の動きを把握するパーソントリップ調査を (457-2441)

実施するための経費（県と関係市町村で共同実施）

・ 20年度までの調査結果を基に将来交通量の予測等を行い、

西遠都市圏都市交通マスタープランを策定

<新規>

11 景観形成事業 (土木費) 465 都市開発課

各地域における良好な景観づくりについて、市民意識の高揚を図る (457-2344)

ため、啓発及び景観まちづくり協議会への支援等を実施

・ まちづくり協議会へアドバイザーの派遣

・ 啓発事業についての行政のパートナーとして、民間の機関を

景観整備機構として指定

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 81へ

12 旭・板屋Ｃ地区第一種市街地再開発支援事業 (土木費) 559,800 都市開発課

旭・板屋Ｃ地区の市街地再開発事業施行者に対する補助金 (457-2344)

周辺道路整備の設計

平成22年度完了予定

13 都市計画道路整備事業 (土木費) 2,139,600 道路企画課

池川富塚線ほか11路線の都市計画道路の整備 (457-2427)

14 都市鉄道高架化事業 (土木費) 1,710,000 道路企画課

遠州鉄道鉄道線の助信駅から馬込川左岸までの3.3km区間の (457-2427)

連続立体交差事業

  ・ 高架橋橋脚建設工事など
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② 思いやりの心が結ぶ人にやさしいまちづくり　～ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの普及・推進～

予算額(千円) 所管課

1 男女共同参画推進事業 (総務費) 8,316 男女共同参画課

新男女共同参画計画に基づき、男女共同参画の推進のための (457-2561)

制度・環境づくりを実施

<新規>

2 新活動拠点施設整備事業 (総務費) 4,500 男女共同参画課

男女共同参画センターの改築にあたり、基本計画を策定 (457-2561)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 16へ

3 ユニバーサルデザイン推進事業 (総務費) 5,301
ユニバーサル
デザイン課

講座の開催や啓発資料の作成、配布、ユニバーサルデザイン製品 (457-2364)

の紹介などを通じたユニバーサルデザインの意識啓発

<新規>

4 国際UD会議開催支援事業 (総務費) 3,308
ユニバーサル
デザイン課

平成22年10月に本市で開催される国際ユニヴァーサルデザイン (457-2364)

会議のプレイベントを開催

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 17へ

<新規>

5 UD空間整備事業 (総務費) 62,900
ユニバーサル
デザイン課

UDに配慮した歩きやすい空間や環境の整備 (457-2364)

・ 路面誘導サイン整備工事

・ 旭・板屋南地下道エレベータ施設設置工事

・ アクトシティ浜松のUD改修工事

・ まちなか歩行空間のUD整備工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 18へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 公共建築物ユニバーサルデザイン推進事業 (土木費) 10,609 公共建築課

既存公共建築物のユニバーサルデザイン化 (457-2461)

・ クリエート浜松のユニバーサルデザイン化工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 93へ

7 保存樹木・樹林助成事業 (土木費) 5,724 緑政課

名木や地域の森の保存樹木・樹林への指定、保全 (457-2597)

・ 保存樹木・樹林管理に対する謝礼

・ マツクイムシ防除事業に対する補助金ほか

8 緑地保全事業 (土木費) 47,096 緑政課

防火緩衝緑地の用地取得及び市民の森の維持管理 (457-2597)

・ 用地取得　1,450㎡

9 公園整備事業 (土木費) 886,011 公園課

馬込川公園、浜松城公園、天竜川鹿島上島緑地などの整備工事 (457-2354)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 83、84へ

10 人にやさしい公園づくり事業 (土木費) 20,000
南部公園
管理事務所

公園のバリアフリー化 (473-1829)

・ 和地山公園(中区和地山三丁目)園路改修工事
北部公園
管理事務所

・ 三方原緑地(北区三方原町)トイレ改修工事 (585-1244)
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③ だれもが安心して暮らせる福祉、健康のまちづくり

予算額(千円) 所管課

1 障害者相談支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 72,799 障害福祉課

障害者の施設・居宅における福祉サービスの利用援助、 (457-2034)

介護相談、ピアカウンセリングなど相談や情報提供を実施

※ピアカウンセリングとは、障害者自身がカウンセラーとなって、

　自分の経験などを対等な立場で仲間として行う個別的援助・支援

　各区の事業所8か所に委託

2 障害者職業能力開発プロモート事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 2,933 障害福祉課

一般就労を希望する障がいのある人への職業訓練等による支援 (457-2034)

<新規>

3 障害者雇用優良事業所表彰事業 (民生費) 367 障害福祉課

市内の障害者就労環境の向上を目的とした、障がいのある人の (457-2034)

就労に積極的な事業所の表彰や講演会の開催

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 43へ

4 老人クラブ支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 66,497 高齢者福祉課

高齢者の生きがいや健康づくりのため、老人クラブ活動を支援 (457-2789)

5 高齢者集会施設ユニバーサルデザイン化助成事業

　 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 15,000 高齢者福祉課

老人クラブ等が利用する集会所等のユニバーサルデザイン化 (457-2789)

に対する補助金

・ １か所あたり　　500千円を上限、30か所

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 45へ

6 シルバーサポート事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 1,835 高齢者福祉課

老人クラブ等の活動の場や機会の提供、情報提供、リーダーの (457-2789)

支援など活動活性化のため、サポーター派遣の実施

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 認知症支援事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 1,907 高齢者福祉課

認知症高齢者を深く理解し、見守る役割を担う「認知症サポーター」の (457-2789)

養成や講演会の実施

<新規>

8 新型インフルエンザ対策事業 (衛生費) 5,000 保健予防課

新型インフルエンザ発生時に備えた体制整備、普及啓発、防護服 (453-6119)

等の確保など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 58へ

9 こころの健康づくり推進事業 (衛生費) 15,398
こころの健康
対策課

精神保健福祉法に基づく精神障害者の相談、訪問指導、社会 (453-6186)

復帰支援など

10 救急高度化推進整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (消防費) 87,527 警防課

高度救急体制の確立に要する経費 (475-7531)

・ 北遠地域の救急高度化

　①水窪救急隊へ救急救命士を新たに2名配置

　②水窪救急車両の高規格化

・ 救急車両2台（相生出張所・西消防署）及び積載資機材の更新

・ （新規）新型インフルエンザ患者搬送時の感染防止資機材整備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 58へ

<新規>

11 消防航空隊運営維持管理事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (消防費) 49,657 警防課

消防航空隊の運営維持管理に要する経費 (475-7531)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 98へ
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

12 消防ヘリコプター・ヘリポート整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (消防費) 749,459 警防課

管轄区域の広域化に伴い航空消防体制を構築するため、 (475-7531)

消防ヘリコプターを整備

・ ヘリポート格納庫・事務所・航空灯火設備等整備工事

・ ヘリポート用地…浜北区四大地　面積7,447㎡

・ 平成22年度　運航開始予定

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 98へ

13 地域防災計画整備事業 (消防費) 2,538 防災対策課

地域防災計画の作成に要する経費 (457-2537)
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① 豊かな自然環境や水資源の保全と活用

予算額(千円) 所管課

1 てんはまエコミュージアム推進事業 (衛生費) 2,000 環境企画課

・ てんはまエコミュージアムブランドの発信 (453-6149)

ロゴマーク･ＰＲパンフレット作成等

・ モデル地域支援ワークショップの実施･運営

市民参加型環境調査等

・  地域住民や市民グループの環境ネットワークの形成

連携体制や仕組みの検討

2 川や湖の保全事業 (衛生費) 3,580 環境企画課

・ 地域住民や企業・団体等と連携した川や湖の保全活動 (453-6149)

・ (新規)夏期の河川パトロールの実施(阿多古川、都田川の一部)

3 生物多様性保全事業 (衛生費) 4,201 環境企画課

・ 自然環境情報提供のために公開している自然環境マップの再構築 (453-6149)

ＧＩＳシステムを活用

4 水質保全事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (衛生費) 10,269 環境保全課

浜松市川や湖を守る条例のPRや微生物などを活用した (453-6170)

佐鳴湖浄化対策の実施

次世代に継承する天竜川・浜名湖の自然

～自然環境との共生～

事業名及び事業内容

戦略
　４
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 雨水浸透ます普及事業 (衛生費) 5,000 環境保全課

・ 雨水浸透ます設置補助金の交付 (453-6170)

既設住宅：@60千円×30基（⑳@60千円×15基）

新築住宅：@20千円×10基（⑳@20千円× 5基）

・ （新規）佐鳴湖流域湧水量調査

効果的な雨水浸透ますの設置地域の選定のための調査

・ （新規）雨水浸透ます設置工事（重点地区）の実施

佐鳴湖流域湧水量調査により選定した地区への公共工事に

よる雨水浸透ますの設置

6 浄化槽助成事業　　　 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (衛生費) 346,535 生活排水対策課

下水道事業計画区域外、農業集落排水施設区域外における (486-3221)

合併処理浄化槽の設置者に対し補助金を交付
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② 地球温暖化対策の推進

予算額(千円) 所管課

1 庁舎省エネルギー事業 (総務費) 41,709 管財課

本庁舎の省エネルギー化を図るための経費 (457-2278)

・ 本庁舎ＥＳＣＯ事業への取り組み

2 地球温暖化対策事業 (衛生費) 1,867 環境企画課

浜松市役所地球温暖化防止実行計画（第２期計画）の推進 (453-6149)

温室効果ガス排出量調査委託など

<新規>

3 新エネルギー率先導入事業 (衛生費) 10,000 環境企画課

公共施設への太陽光発電システムの設置 (453-6149)

・ 10キロワット級の発電システム1基

・ 年間約330千円の電気代節約

・ 年間約5トンの二酸化炭素排出量削減

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 59へ

4 新エネルギー利用推進助成事業 (衛生費) 22,823 環境企画課

住宅用太陽光発電システムを設置する者に対する助成 (453-6149)

@75千円×300件(⑳@75千円×200件）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 60へ

5 バイオマス利活用推進事業　 (衛生費) 350 環境企画課

（仮称）浜松市バイオマス利活用推進協議会への負担金 (453-6149)

・ バイオマスに関する情報収集、情報発信

・ バイオマス利活用にかかる検討 など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 61へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

6 廃食用油リサイクル事業 (衛生費) 1,630
資源廃棄物
政策課

市民から排出される廃食用油を市施設（区役所、公民館、消防署等 (453-6192)

70箇所）において拠点回収

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 62へ

<新規>

7 農業施設省エネルギー対策推進助成事業 (農林水産業費) 8,000 農業水産課

認定農業者の施設園芸の省エネルギー化を推進するための . (457-2333)

・対象経費　ハウスの二重皮膜等の燃油使用軽減のための

        施設整備

　　　　　      　ヒートポンプ等の省エネルギー設備導入経費

・補助率（限度額）　　対象経費の10分の2（上限800千円）

・期間　平成21年度～23年度

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 73へ

<新規>

8 カーボンオフセットモデル構築事業 (農林水産業費) 1,130 森林課

企業の意向調査等を行い浜松版カーボンオフセットモデルを構築し (457-2159)

森林整備を図る

※カーボンオフセットとは、省エネ行動などを実施した上で、

それでも経済活動や生活により排出されるCO2を、森林整備

などでCO2の吸収量を増加させること等により相殺又は減少させる

という考え方

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 75へ

<新規>

9 地域残材搬出事業（緊急経済対策） (農林水産業費) 60,000 森林課

森林に放置されている、間伐材の搬出を行うことにより、木質バイオ (457-2159)

マス等への有効活用、林業振興、新規雇用の創出を図る

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 79へ
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① “音楽の都・浜松”に向けた挑戦

予算額(千円) 所管課

1 浜松国際ピアノコンクール開催事業 (総務費) 130,000 文化政策課

第７回浜松国際ピアノコンクールの開催 (457-2417)

・ 開催日：11月8日（日）～23日（月）

・ 会　 場：アクトシティ浜松大ホール

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 25へ

2 青少年音楽団体育成事業 (総務費) 26,771 文化政策課

・ ジュニアオーケストラ浜松、ジュニアクワイア浜松の育成 (457-2417)

・ 国民文化祭で、こどもミュージカル「この星に生まれて」を再演、

また、第４回上演を目指した実行委員会の立ち上げ

・ さくまジュニア吹奏楽講座

3 こども音楽鑑賞教室開催事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (総務費) 18,000 文化政策課

市内の小学５年生全員を対象に、プロオーケストラとの共演と鑑賞 (457-2417)

教室を実施

・ 開催日：3月2日（木）～3日（金）

・ 会　 場：アクトシティ浜松大ホール

文化が都市の活力を生む「創造都市」の実現

～個性豊かな地域文化の創造～

事業名及び事業内容

戦略
　５
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② 市民の創造性をはぐくむ文化芸術活動の促進

予算額(千円) 所管課

1 文化芸術創造活動支援事業 (総務費) 1,500 文化政策課

創造的な文化芸術活動への支援策の調査研究 (457-2417)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 26へ

2 国民文化祭開催事業 (総務費) 52,000 文化政策課

静岡県で開催される国民文化祭において、浜松市内で、吹奏楽 (457-2417)

やオーケストラなどを実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 27へ

<新規>

3 モザイカルチャーイベントステージ活用事業 (総務費) 15,000 文化政策課

浜松モザイカルチャー世界博２００９会場内イベントステージにお (457-2417)

いて、文化団体等によるコンサート等の開催

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 28へ

4 天竜ものづくり継承施設整備事業 (総務費) 162,600 文化政策課

旧二俣町役場を改修し、天竜ものづくり継承施設を整備 (457-2417)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 29へ

<新規>

5 旧浜松銀行協会改修活用事業 (総務費) 38,000 文化政策課

旧浜松銀行協会を改修し、木下恵介記念館等を整備 (457-2417)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 30へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 みをつくし文化センター・ホール建設事業 (総務費) － 生涯学習課

みをつくし文化センターのホール建設、平成23年度供用開始 (457-2413)

債務負担行為

期間：平成21年度～平成22年度

限度額：502,483千円

7 新美術館構想策定調査事業 (総務費) 960 生涯学習課

新美術館にかかる調査研究及び構想策定委員会の設置及び会議 (457-2413)

開催
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③ 地域に根ざした伝統文化の継承

予算額(千円) 所管課

1 雄踏歌舞伎保存会活動助成事業 (総務費) 850
西区
総務企画課

万人講を後世に伝える保存会の活動に対する助成 (597-1112)

2 姫様道中助成事業 (総務費) 9,100
北区
総務企画課

時代絵巻「姫様道中」開催に対する助成 (523-2874)

3 信康武者行列助成事業 (総務費) 1,470
天竜区
総務企画課

天竜産業観光まつりのイベントとして催す信康武者行列に (922-0020)

対する助成

4 文化財保護事業 (総務費) 10,134 生涯学習課

指定文化財の周辺における草刈等環境整備及び説明用看板修理 (457-2413)

など

5 文化財保存事業費補助金 (総務費) 21,933 生涯学習課

指定文化財所有者の保存事業や、無形民俗文化財保存会の伝承 (457-2413)

活動の支援

・県指定有形文化財龍潭寺本堂修繕

・国指定重要無形民俗文化財川名ひよんどり八日堂修繕ほか

6 アカウミガメ保護事業 (総務費) 3,384 生涯学習課

市指定天然記念物「アカウミガメ」の保護・調査及びウミガメ講座の (457-2413)

開催

・産卵地範囲の追加指定に伴う保護、調査事業の拡大

7 遠州山辺の道整備事業 (総務費) 1,534 生涯学習課

平成20年度に策定した基本計画に基づき、浜北区の丘陵縁辺部を (457-2413)

対象として設定した散策コースなどへの看板設置準備など

事業名及び事業内容
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① 世界に発信するシティプロモーションの推進

予算額(千円) 所管課

1 シティプロモーション事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (総務費) 69,000 企画課

政令指定都市・浜松の知名度やイメージの向上、都市ブランドの (457-2293)

確立のため、本市の魅力を国内外に広く発信

・ 仁川世界都市祝典への出展

・ フリーペーパーの作成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 6へ

2 外国語版ホームページ管理運営事業 (総務費) 604 国際課

本市の概要や観光、ビジネス、音楽文化などの情報を (457-2359)

世界に向けて発信する外国語版ホームページの管理運営

3 はままつサンバフェスティバル開催支援事業 (総務費) 2,000 国際課

ブラジル市民と日本人市民との交流を促進するため実施 (457-2359)

4 首都圏情報収集発信事業 (総務費) 3,300 東京事務所

首都圏で活躍する浜松ゆかりの方やマスコミ関係者、省庁関係者 (03-3556-2691)

などによる交流会を通じて、市政の主要施策や本市の産業・観光・

物産などをPR

5 ＭＩＨ２００９運営支援事業 (総務費) 506,153
国際モザイ
カルチャー推進課

浜松モザイカルチャー世界博2009協会への負担金 (457-2298)

・ 開催予定：平成21年9月19日～11月23日

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 20へ

世界を身近に感じる交流都市づくり

～世界都市の確立～

事業名及び事業内容

戦略
　６
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 ＭＩＨ２００９推進事業 (総務費) 99,161
国際モザイ
カルチャー推進課

浜松モザイカルチャー世界博2009開催に伴う関連経費 (457-2298)

・ 浜松市出展作品製作委託

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 21へ

7 外国人観光客誘致支援事業 (商工費) 8,450 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

外国人観光客誘致のための連携団体に対する負担金 (457-2295)

8 インバウンド推進事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (商工費) 21,658 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

旅行会社と連携した外国人観光客誘致促進、外国語観光ガイド (457-2295)

ブック作成など

9 コンベンション誘致事業 (商工費) 45,297 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

国際会議観光都市づくりを推進するためＰＲ活動などを実施 (457-2295)

10 コンベンション誘致促進助成事業 (商工費) 24,500 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課

コンベンションの誘致や主催団体に対する支援 (457-2295)

・ 日中韓観光大臣会合開催負担金

・ 花のくに日本運動推進大会開催負担金

・ 世界押し花絵芸術祭2009in浜松開催負担金　など

11 モザイカルチャー世界博関連事業 (土木費) 7,100 緑政課

モザイカルチャー世界博2009開催会場周辺沿道に花壇を設置 (457－2597)

中開駐車場にモザイカルチャーを設置

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 82へ
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② 多文化共生社会の形成

予算額(千円) 所管課

1 地域共生推進事業 (総務費) 5,284 国際課

地域における日本人市民と外国人市民との共生を図るため、 (457-2359)

外国人市民共生会議や外国人市民カウンセリングを開催

2 多文化共生センター管理運営事業（緊急経済対策） (総務費) 78,160 国際課

外国人市民の定住化に対応した様々な支援の積極的な展開 (457-2359)

のため、多文化共生センターを管理運営

・ アドバイザー、コーディネーターの配置

・ ソーシャルワーカー育成講座

・ 地域共生モデル事業

・ 国際理解教育推進事業

3 外国人学習支援センター事業 (総務費) 240,000 国際課

外国人市民学習支援の拠点施設として（仮称）浜松市外国人学習 (457-2359)

支援センターを開設

・ 旧雄踏町庁舎の改修、整備工事

・ 外国人学習支援センター運営委託

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 8へ

事業名及び事業内容
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③ 世界の諸都市との交流・協力

予算額(千円) 所管課

1 国際交流・協力推進事業 (総務費) 15,228 国際課

市民レベルでの国際交流の推進や国際交流協会への助成など (457-2359)

・ （臨時）インドネシア・バンドン市への職員派遣

2 国際機関への参加と都市間連携事業 (総務費) 7,976 国際課

都市・自治体連合（ＵＣＬＧ）への参加を通じて海外諸都市と連携 (457-2359)

を図るとともに、ＵＣＬＧの取り組みについて国内外へ情報発信

<新規>

3 UCLG　ASPACコングレス２０１０開催支援事業 (総務費) 7,000 国際課

２０１０年度の開催に向け、準備及び情報発信 (457-2359)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 10へ

4 外国人集住都市会議事業 (総務費) 734 国際課

南米系外国人が多数居住する都市の行政担当者が会し、外国 (457-2359)

人住民に関わる課題の解決について検討

5 外国青年招致事業 (総務費) 5,021 国際課

市民や市職員に対する語学指導や国際交流関係事務の補助 (457-2359)

など地域レベルでの国際交流を推進するための外国青年の招致

事業名及び事業内容
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８　分野別の主な取組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 産業経済分野

① 新たな産業・サービスの創造による地域経済の振興

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 就職面接会開催事業（緊急経済対策） (労働費) 1,695 産業政策課

ハローワーク浜松と共同で就職面接会を開催 (457-2115)

<新規>

2 緊急電話労働相談事業（緊急経済対策） (労働費) 1,151 産業政策課

弁護士・社会保険労務士を配置した電話での労働相談窓口 (457-2115)

を開設

・ 開催期間　２週間程度を予定

3 勤労者生活資金貸付事業（緊急経済対策） (労働費) 60,000 産業政策課

労働金庫を通して労働組合のない勤労者に低利で融資 (457-2115)

<新規>

4 中小企業緊急経済対策助成事業（緊急経済対策） (商工費) 37,389 産業政策課

急激な景気減速に対する緊急経済対策として創設した中小企業 (457-2281)

緊急経済対策特別資金の借入に対する利子補給補助

・ 融資利率：1.6％（予定）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 66へ

<新規>

5 中小企業倒産防止共済掛金助成事業（緊急経済対策） (商工費) 6,000 産業政策課

急激な景気減速伴う中小企業の連鎖倒産を防止するための (457-2281)

「中小企業倒産防止共済」への加入に対する助成

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 地場産業振興センターの活用 (商工費) 4,313 産業政策課

地場産業振興センターの市への移管に伴う管理運営 (457-2281)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 67へ

<新規>

7 都心業務機能集積促進助成事業 (商工費) 12,000 商業政策課

中心市街地へ新たに事務所等を開設する事業者に対する賃料 (457-2285)

や償却資産の取得に対する助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 70へ

<新規>

8 大型商業施設建設資金貸付事業 (商工費) 240,000 商業政策課

遠鉄百貨店新館建設に対するふるさと融資の転貸 (457-2285)

※ ふるさと融資とは、地方公共団体がふるさと財団の支援の

もとに、地域振興に資する事業を行う民間事業者に対して

行う無利子貸付

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 71へ
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② 次世代へ続く農林水産業の展開

予算額(千円) 所管課

1 市街化区域農地対策事業 (農林水産業費) 73,320 農業水産課

市街化区域農地所有者に対する支援（20年度～24年度） (457-2333)

・ 市街化区域農地を維持するための補助

・ 農産物の直販所の整備と維持に関する補助

・ 体験農園の開設と維持に対する補助

・ 農業経営基盤の移転に対する補助

2 農地の貸し借り促進事業 (農林水産業費) 13,937 農業水産課

利用権設定による農地の貸し借りに対する奨励金の交付 (457-2333)

・ 単価　農地10アールあたり　4千円～40千円

　　　　農地の態様や利用権設定期間により異なる

<新規>

3 耕作放棄地対策事業 (農林水産業費) 3,370 農業水産課

本市の耕地面積の11.6％にまで拡大した耕作放棄地の抜本的な (457-2333)

解消を図るための詳細な現況調査に要する経費など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 74へ

4 農道整備事業 (農林水産業費) 128,435 農業整備課

市内農道の開設、改良、維持管理 (457-2311)

<新規>

5 農村環境計画策定事業 (農林水産業費) 4,000 農業整備課

農業農村整備事業（土地改良事業）の円滑な実施のため、環境 (457-2311)

評価などを盛り込んだ、農村地域の環境の保全のための基本

計画を新市ベースで策定するための経費

（平成21年度～22年度策定　計画期間：定めない）

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 馬込川掃流用水調査事業 (農林水産業費) 11,000 農業整備課

馬込川掃流用水の必要性を明らかにする調査の実施 (457-2311)

・ 調査実施の意義　　22年度までの馬込川掃流用水の水利権

　　　　　　　　　　　　　を延長確保するため

・ 調査内容　　河川の深さ、堆砂量など川の流量が及ぼす影響

<新規>

7 森林整備集約化促進助成事業 (農林水産業費) 8,000 森林課

林業の効率性・生産を高め、間伐等の森林整備を促進するよう (457-2159)

森林整備の集約化を進めるため、幅員2.5ｍ程度の簡易作業道

を集中的に整備するための助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 76へ

<新規>

8 春野地区身近な森づくり事業 (農林水産業費) 28,000 森林課

春野・犬居城周辺の森林を対象に桜・もみじなどの広葉樹を植樹 (457-2159)

するとともに遊歩道や林間広場を整備し、森林を身近に体感できる

空間を創出

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 77へ

<新規>

9 村櫛漁港内航路改良及び漁場造成のための調査事業 (農林水産業費) 2,400 農業水産課

村櫛漁協内の、漂砂が堆積しているS字航路に浚渫を行い、 (592-8816)

その土砂をアサリの覆砂に活用するための漁場造成事業の

調査・測量など
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2 教育、文化、スポーツ分野

① 夢と希望をもって学ぶことができる園・学校づくり

予算額(千円) 所管課

1 外国人就学支援員 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 30,470 指導課

外国人が多く在籍する学校へ外国人就学支援員11人を配置 (457-2411)

・ 20年度に対し、3人の増員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 104へ

<新規>

2 スクールソーシャルワーク事業 (教育費) 9,000 指導課

問題を抱えた児童生徒を支援するため、教育に加え、社会福祉等 (457-2411)

の専門知識を持つスクールソーシャルワーカーの配置

・ 配置校　6校

（天竜中、笠井中、積志中、丸塚中、中郡中、与進中）

・ 要請に合わせ配置校以外への派遣についても対応

<新規>

3 小中学生モザイカルチャー制作事業 (教育費) 31,264 指導課

市内全小中学生で部分的に制作するモザイカルチャーを (457-2411)

組み合わせ、大型作品を展示

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 107へ

4 発達支援教育指導員等配置事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 74,860 教職員課

小中学校の発達支援教育推進のため指導員及び補助員を配置 (457-2408)

・ 発達支援教育指導員

・ スクールヘルパー

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 104へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 小学校規模適正化校舎建設・施設整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 1,791,053 学校施設課

小学校の規模適正化を推進するための校舎建設など (457-2403)

・ 双葉小校舎建設（中区海老塚二丁目）

・ 五島小・遠州浜小の統合校建設（南区西島町）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 102へ

6 規模適正化幼稚園建設・施設整備事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (教育費) 112,524 学校施設課

幼稚園の規模適正化を推進するための整備工事など (457-2403)

・ 内野北・内野統合幼稚園建設造成工事　（浜北区内野）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 103へ

7 天竜学校給食センター建設事業 (教育費) 629,169 学校施設課

老朽化した天竜学校給食センターの移転改築 (457-2403)

・ 建設地：船明土地区画整理事業地内（天竜区船明）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 103へ

<新規>

8 青少年支援体験活動事業 (教育費) 2,959 こども安全課

問題を抱える青少年の立ち直り支援策として、コーディネーター (457-2422)

による職業体験活動や社会奉仕活動等の実施

・ 体験活動コーディネーター　2名

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 108へ
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② 創造性豊かな文化・生涯学習・スポーツの振興

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 ヤマタケの蔵施設整備事業 (総務費) 2,000
天竜区
総務企画課

天竜区二俣地域にある歴史的建造物「ヤマタケの蔵」の整備 (922-0020)

・ 基本・実施設計

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 95へ

<新規>

2 日本選手権水泳競技大会開催事業 (総務費) 32,571 ｽﾎﾟｰﾂ振興課

第８５回日本選手権水泳競技大会競泳競技の開催 (457-2421)

・ 開催日：4月16日（木）～19日（日）

・ 会　 場：古橋廣之進記念浜松市総合水泳場

愛称　ＴoBiO（トビオ）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 31へ

3 平口スポーツ施設整備事業 (総務費) 725,900 ｽﾎﾟｰﾂ振興課

平口地区スポーツ施設の整備に要する経費 (457-2421)

・ 土木実施設計、建築実施設計

・ 用地取得費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 32へ

<新規>

4 学習成果活用支援事業 (総務費) 1,200 生涯学習課

市民自ら生涯学習施設での講座を企画、開催する経費 (457-2413)

・ 対象：市内8施設

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 34へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

5 浜松サイエンスアドベンチャー（ＨＳＡ）事業 (総務費) 1,200 生涯学習課

大学・企業と連携し、小中学生を対象として科学館等での科学 (457-2413)

技術講座を開催する経費

・ はままつRAIN房との連携

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 35へ

<新規>

6 科学学習情報システム「ヘイムズⅣ」整備事業 (総務費) 66,812 生涯学習課

システム・機器老朽化に伴い、科学館のシステムを更新する経費 (457-2413)

・ ＯＳの更新、ＨＰ・クイズ等の再構築、ユビキタスシステム導入

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 36へ

<新規>

7 図書館開館日見直し事業 (総務費) 8,649 中央図書館

月曜に休館している図書館について、一部の図書館を月曜に開館 (457-2468)

し、利便性向上を図る

・ 城北図書館を月曜に開館

・ 積志、はまゆう、細江図書館を月曜に開館し、火曜に閉館

<新規>

8 調べ学習応援事業 (総務費) 600 中央図書館

調べ学習専用図書整備及び調べ学習地域コンクール開催に (457-2468)

要する経費

<新規>

9 博物館の逸品まちかど陳列事業 (総務費) 1,000 生涯学習課

博物館等の所蔵する歴史資料を民間施設等へ貸し出すのに (457-2413)

要する経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 37へ
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

10 美術館企画展開催事業 (総務費) 13,714 生涯学習課

・ 県立美術館名品展　  平成21年4月18日～5月17日 (457-2413)

・ アトリエインカーブ展　 平成22年2月20日～3月28日

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 37へ

11 美術館特別展開催事業 (総務費) 29,235 生涯学習課

・ 石山寺展　　　　　　　　　　 　平成21年7月18日～8月23日 (457-2413)

・ ロイヤルコペンハーゲン展　平成21年10月10日～11月23日

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 37へ

12 秋野不矩美術館特別展開催事業 (総務費) 27,941 生涯学習課

近代日本画の巨匠山本丘人展　平成21年4月24日～6月7日 (457-2413)

秋野不矩・荘司福　二人展　 　　平成21年10月3日～11月8日

韮崎大村美術館コレクション展   平成22年2月13日～3月28日

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 37へ

<新規>

13 東区東部地域図書館整備事業 (総務費) 7,500 中央図書館

地場産業振興センター1階に図書館を整備するのに要する経費 (457-2468)

・ 実施設計

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 38へ
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3 防災、市民生活分野

① 安全で安心して暮らせる地域社会づくり

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 旅券申請受付・交付事業 (総務費) 40,199 市民生活課

平成21年9月から中区、北区、浜北区の３区役所で、パスポート (457-2231)

申請の受付と交付サービスを実施 

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 23へ

2 天竜区船明地区墓地整備事業 （衛生費） 2,500 市民生活課

市民の墓所需要に応えるための公営墓所の整備 (457-2231)

・ 用地取得に向けた土地鑑定や設計委託

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 24へ

3 交通安全施設等整備・修繕事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (土木費) 3,186,243 道路保全課

市道及び国県道における交通安全対策（通学路及び病院周辺 (457-2647)

の安全対策等）交差点改良、歩道設置、側溝蓋掛け、

照明灯整備など

主な施行箇所

・ 浜松環状線（東区西ヶ崎町）

・ 浜北美薗線（浜北区西美薗）

・ 国道362号（天竜区山東）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 86へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

4 交通事故ワースト１脱出事業 (土木費) 106,300 交通政策課

政令指定都市の中で、人口10万人あたりの人身事故発生件数及び (457-2441)

交通事故死者数がワースト１であることから、脱出するための

啓発活動等

・ ラジオ放送用CM制作、放送

・ 事故多発交差点調査

・ 交通事故防止対策会議の活動への負担金等

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 80へ

<新規>

5 市民向け防災情報メール配信システム整備事業 (消防費) 2,993 防災対策課

携帯電話を利用した防災情報等のメール配信システムの整備 (457-2537)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 39へ

6 「防災フェア2009inはままつ」開催事業 (消防費) 7,500 防災対策課

内閣府・防災推進協議会と共催で防災フェアを市内で実施 (457-2537)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 40へ

<新規>

7 地域防災無線整備事業 (消防費) 393,413 防災対策課

旧浜松・浜北地域の地域防災無線のデジタル化整備 (457-2537)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 41へ
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② 災害に強いまちづくり

予算額(千円) 所管課

1 宅地耐震化推進事業 (土木費) 3,000 土地政策課

造成宅地の安全性確保のため、既存の造成宅地の危険度を調査 (457-2642)

21年度は目視による現地調査等を基に、盛土造成地の危険度評

価を実施

2 地震対策推進事業 (土木費) 237,298 建築行政課

住宅等の耐震診断、補強計画策定及び補強工事の助成 (457-2471)

浜松市プロジェクトTOUKAI（東海・倒壊）－０（ゼロ）

・ 耐震診断相談士派遣、補強計画や補強工事に対する助成　

・ (新規）耐震評点0.4未満の木造住宅に対する助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 88、89へ

3 天竜消防署建設事業 (消防費) 53,408 消防総務課

デザインビルド方式（設計施工一括発注）を採用し、天竜区役所と (475-7524)

ともに整備するための経費

・ 基本・実施設計等に要する経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 96へ

4 中消防署鴨江出張所・

浜松消防団第１６分団庁舎建設事業 (消防費) 451,094 消防総務課

鴨江二丁目の裁判所跡地に中消防署鴨江出張所、浜松消防団 (475-7524)

第１６分団庁舎を移転するための経費

・ 建設工事に要する経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 96へ

5 耐震性貯水槽設置事業 (消防費) 24,562 警防課

地震により発生した火災に対処するための消防水利として (475-7531)

耐震性貯水槽を設置

・ 中区鴨江二丁目1基（60㎥）

・ 天竜区水窪町2基（40㎥）

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 消防団車両購入事業 (消防費) 21,524 警防課

消防団車両の更新に要する経費 (475-7531)

・ 消防ポンプ自動車1台（水窪支団）

・ 小型動力ポンプ付積載車1台（水窪支団）
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4 環境分野

① 自然環境と共生する循環型社会の形成

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 水窪射撃技術訓練センター環境対策事業 (総務費) 10,000 ｽﾎﾟｰﾂ振興課

水窪射撃技術訓練センターの環境対策工事の詳細設計 (457-2421)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 33へ

2 元静岡県クレー射撃場環境対策事業 (総務費) 41,725 ｽﾎﾟｰﾂ振興課

元静岡県クレー射撃場の環境対策工事（静岡県への負担金） (457-2421)

・ 事業主体 ： 静岡県

・ 負担割合 ： 静岡県3/5、 浜松市2/5

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 33へ

<新規>

3 南部清掃工場改修事業 (衛生費) 40,000
資源廃棄物
政策課

可燃ごみの処理能力の安定確保のため、焼却設備改修の (453-6192)

の実施設計や解体工事を実施

債務負担行為

期間：平成21年度～平成23年度

限度額：8,400,000千円

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 63へ

4 （仮称）産業廃棄物適正処理条例の制定 (衛生費) 3,911
産業廃棄物
対策課

現在運用している「浜松市廃棄物適正処理指導要綱」や (453-6110)

「浜松市廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防と

調整に関する条例」の問題点・課題の洗い出し、見直しの実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 64へ

事業名及び事業内容
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5 健康、福祉分野

① 社会福祉の推進

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 ホームレス自立支援事業 (民生費) 2,500 福祉総務課

ホームレスに関する課題の解決に向けて、国の基本方針に即して (457-2326)

策定した「ホームレス自立支援等に関する実施計画」に基づき、

ホームレスの自立支援等にかかる総合相談、巡回相談等を実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 42へ

<新規>

2 日本身体障害者水泳大会選手権大会事業 (民生費) 2,753 障害福祉課

第26回日本身体障害者水泳選手権大会への負担金 (457-2034)

・ 平成21年11月7日（土）・8日（日）

・ 古橋廣之進記念浜松市総合水泳場

3 施設整備事業（緊急経済対策） (民生費) 7,760 障害福祉課

発達医療総合福祉センター内の樹木剪定事業 (457-2034)

4 障害者施設整備費助成事業 (民生費) 458,590 障害福祉課

障害者施設の改築経費に対する補助金 (457-2034)

・ 身体障害者療護施設「浜名寮」 (浜北区於呂）　100名定員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 44へ

5 障害者グループホーム等整備費助成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (民生費) 36,132 障害福祉課

障害者グループホームなどの整備費に対する補助金 (457-2034)

・ ケアホーム第3ねがた（浜北区根堅)　　7名定員

・ くるみハイツ （北区根洗町)　　7名定員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 44へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 中山間地域介護サービス利用支援事業 (民生費) 27,334 介護保険課

中山間地域における介護サービスの充実を図るため、居宅サービス (457-2374)

等を提供する法人に対する補助金

・ H21より、居宅介護支援・介護予防支援サービスも対象

 1ｋｍあたり40円の交通費を助成

※ 中山間地域　　天竜区（天竜地域の一部を除く）、

　　　　　　　　　　引佐地域の一部

7 介護保険施設臨時職員雇用支援事業（緊急経済対策） (民生費) 6,957 介護保険課

失業者を対象に、介護保険施設における臨時職員雇上げを行なう (457-2374)

社会福祉法人等に対する補助金

・ 補助率　1/2、補助期間　3ヶ月

8 ホームヘルパー養成事業（緊急経済対策） (民生費) 8,000 介護保険課

失業者の就労支援、安定した介護人材の確保を目的とした、ホーム (457-2374)

ヘルパー2級取得研修会の開催

・ 開催回数　4回、定員　20名
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② 子育てがしやすく楽しいと感じられるまちづくりの推進

予算額(千円) 所管課

1 私立幼稚園就園奨励助成事業 (民生費) 769,462 次世代育成課

私立幼稚園の入園料及び保育料の減免に対する助成 (457-2795)

（国の制度改正）

・ 減免単価の引き上げ（5％増）

・ 第2子以降の優遇措置の拡充

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 48へ

2 青少年の家改築事業 (民生費) 360,992 次世代育成課

老朽化により耐震性に問題がある青少年の家の改築事業 (457-2795)

・ 整備場所　中区住吉四丁目

・ 宿泊施設　宿泊定員50人（研修室利用最大70人）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 49へ

3 子育て情報センター管理運営事業 (民生費) 39,332 子育て支援課

子育て情報センターの管理運営及び市民の視点に立った事業や (457-2792)

人材の育成を目的として再編された事業に要する経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 50へ

事業名及び事業内容
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③ 生涯を通じた市民健康づくり

予算額(千円) 所管課

1 赤十字病院移転助成事業（補助金） (衛生費) 129,197 健康医療課

浜北区小林に移転した浜松赤十字病院の建設費元利償還金に (453-6178)

対する補助金

2 自殺対策推進事業 (衛生費) 1,294 健康医療課

平成20年度に策定する「浜松市自殺対策推進計画（案）」に基づ (453-6178)

いた啓発活動の実施、自殺対策推進会議（仮称）の設立など

3 精神保健福祉推進事業 (衛生費) 3,424
精神保健福祉
センター

自殺防止のための啓発活動やホームページの作成、講演会の (457-2709)

開催など

4 母子予防接種事業 (衛生費) 824,693 健康増進課

三種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風）やポリオ等の予防接種 (453-6125)

を実施

5 健康診査事業 (衛生費) 729,204 保健予防課

がん等の早期発見を目的とした健康診査を実施 (453-6119)

・ 歯周疾患検診の再編・統一（市内全域で受診可能）

6 予防接種事業 (衛生費) 354,605 保健予防課

高齢者インフルエンザの予防接種を実施 (453-6119)

事業名及び事業内容
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6 都市・生活基盤分野

① 都市の活力向上と快適さを実感できるまちづくり

予算額(千円) 所管課

1 公共団体施行区画整理事業 (土木費) 4,231,130 区画整理課

上島駅周辺公共団体区画整理事業 施行面積：  5.7ha (457-2366)

南浅田地区公共団体区画整理事業　 施行面積：17.3ha

高竜地区公共団体区画整理事業　 　 施行面積：11.3ha

2 組合等区画整理支援事業 (土木費) 1,361,673 区画整理課

浜北新都市開発事業 施行面積：161.7ha (457-2366)

西都土地区画整理組合支援事業 施行面積： 75.3ha

西美薗西土地区画整理組合支援事業 施行面積：  9.0ha

中瀬南部土地区画整理組合支援事業 施行面積： 45.3ha

船明土地区画整理組合支援事業 施行面積： 47.7ha

井伊谷土地区画整理組合支援事業 施行面積： 23.4ha

土地区画整理組合助成事業(補助金)

事業名及び事業内容
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② 花と緑豊かな快適空間の創造

予算額(千円) 所管課

1 緑の基本計画策定事業 (土木費) 4,100 緑政課

「緑化の推進」や「緑地の保全」、「都市公園の整備」に関する (457-2597)

目標設定と実施計画の策定

（平成19年度～平成21年度策定　計画期間：平成22年度～平成41年度）

2 市街化区域内農地緑化保全事業 (土木費) 17,211 緑政課

市街化区域内農地の宅地並み課税に対する支援策である生産 (457-2597)

緑地地区の指定や特定市民農園の整備

・ 農園3箇所整備

3 公園用地取得事業 (公共用地取得事業特別会計) 156,500 公園課

遠州灘海浜公園(篠原地区)整備のための用地取得費 (457-2354)

・ 20筆　　5,600.08㎡

事業名及び事業内容
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③ 安全・安心な道路、河川空間の創出

予算額(千円) 所管課

1 道路保全調査事業 (土木費) 21,200 道路保全課

道路維持のための各種調査 (457-2647)

・ 舗装長寿命化対策調査

・ 橋りょう長寿命化対策調査

・ 交通事故データ分析調査

2 橋りょう耐震補強事業 (土木費) 208,000 道路保全課

地震対策として実施する橋りょうの補強工事 (457-2647)

主な施行箇所

・ 国道257号新祝田橋（北区細江町）

・ (市)鴨江倉松線（南区若林町）

3 市道整備事業 (土木費) 2,692,785 道路企画課

市道の道路新設及び改良 (457-2427)

主な施行箇所

・ 小池52号線（東区小池町）

・ 浜北寺島内野線（浜北区寺島及び内野）

・ 細江13号線（北区細江町）

4 第二東名自動車道関連道路整備事業 (土木費) 117,000 道路企画課

第二東名自動車道周辺の市道・国県道の改良工事 (457-2427)

5 三遠南信自動車道関連道路整備事業 (土木費) 56,215 道路企画課

三遠南信自動車道建設に伴う道路整備 (457-2427)

6 国直轄道路事業 (土木費) 3,300,000 道路企画課

国が直轄管理を行う国道1号及び三遠南信自動車道の (457-2427)

整備、維持にかかる負担金

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 河川改良事業 (土木費) 606,000 河川課

河川・排水路の改良及び雨水対策調査 (457-2451)

主な施行箇所

・ 九領川（西区志都呂）

・ 小松川（浜北区西美薗）

・ 住吉４号排水路（中区住吉）

・ 馬込川流域排水対策調査

8 河川維持修繕事業 (土木費) 539,000 河川課

河川・排水路の維持修繕及び安全保護柵設置修繕事業 (457-2451)

・ 市内一円の河川、排水路の維持修繕事業

・ （新規）内水はん濫対策事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 87へ

・ 市内一円の河川、排水路の転落防止保護柵の設置修繕事業

9 港湾整備事業 (土木費) 124,915 河川課

プレジャーボート不法係留対策として実施する浜名湖の護岸や (457-2451)

駐車場など係船施設の整備

・ 村櫛沖橋東係船場　　 　　　　

・ 雄踏沖西係船場

・ 雄踏中畷係船場

・ 雄踏新田係船場など
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④ 快適な居住空間の創出と公共建築物の整備

予算額(千円) 所管課

<新規>

1 民間建築物アスベスト対策事業(補助金) (土木費) 3,970 建築行政課

民間建築物におけるアスベスト除去等費用の助成 (457-2471)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 90へ

2 市営住宅ストック総合改善事業 (土木費) 97,159 住宅課

市営住宅の個別改善工事の実施 (457-2455)

・ 湖東団地の改善工事（西区湖東町）

　１階を高齢者向けに改修、台所・和室をLDKへ改修など

　H20～H23にかけて4棟を実施(21年度 1棟 30戸)

3 市営住宅建設事業 (土木費) 310,987 住宅課

市営住宅の建設 (457-2455)

・ 大苗代団地（北区三ヶ日町）

　事業年度 H19～H23　

  3棟56戸を同一敷地内に建設 

  20、21年度は1号棟の建設に着手

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 91へ

・ 井伊谷団地（北区引佐町）

　事業年度 H20～H22　　　

　2棟28戸を井伊谷土地区画整理事業地内の市有地に建設

　21年度は工事設計業務を実施

事業名及び事業内容
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⑤ 安全で安心な水道水の供給と快適な生活環境を保つための下水道の整備

予算額(千円) 所管課

1 飲料水供給施設整備事業 (衛生費) 81,902 上下水道総務課

山間地域における衛生的で安定した飲料水の供給のため各種 (474-7012)

事業の実施

・ 消毒設備整備事業・・・消毒設備未整備施設を整備

・ 水源整備事業・・・安定した飲料水を確保するため水源

　　　　　　　　　　　　　　　　施設を整備

<新規>

2 生活用水応援事業 (衛生費) 19,756 上下水道総務課

公設水道事業の恩恵を受けられない地域に対する、生活用水の (474-7012)

確保及び水質管理体制等の充実を図るための支援

・ 水の宅配サービス

・ 施設整備及び維持管理支援事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 99へ

3 水道施設建設改良事業 (水道事業会計) 6,227,198 水道工事課

水道施設の整備、改良など (474-7411)

・ 配水管の整備、改良

・ 配水施設の整備

・ 浄水施設等の耐震化

4 下水道施設建設改良事業 (下水道事業会計) 9,289,277 下水道工事課

下水道施設の整備、改良など (474-7514)

・ 管きょの整備、改良

・ ポンプ場の整備、改良

・ 浄化センターの整備、改良

事業名及び事業内容
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7 都市経営分野

① 行財政基盤の人的・制度的運用の確立と推進

予算額(千円) 所管課

1 会議録作成事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (議会費) 7,016 議事調査課

本会議、委員会の会議録の作成 (457-2513)

2 調査・広報事業 <ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業> (議会費) 13,849 議事調査課

市議会だよりの発行、インターネット議会中継など (457-2513)

3 人材開発推進事業 (総務費) 42,852 人事課

階層別研修、専門研修、国等への派遣研修などの職場外研修の (457-2088)

実施や職場研修・通信教育受講者等への助成・支援を通じて人材

開発、育成を推進

4 市政広報事業 (総務費) 205,363 広聴広報課

広報はままつの発行やテレビスポット番組広告などを実施 (457-2021)

・ (臨時)はままつくらしのガイド生活便利帳の発行

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 4へ

事業名及び事業内容
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② 協働型都市経営の推進

予算額(千円) 所管課

1 浜松市総合計画推進事業 (総務費) 19,534 企画課

・ （新規）市民憲章の策定 (457-2241)

市民の行動規範、努力目標となる市民憲章を策定

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 5へ

<新規>

2 市政１００周年記念準備事業 (総務費) 1,000 企画課

平成23年7月1日、浜松市制施行１００周年を迎えるにあたり、 （457-2241)

記念事業について、市民協働により検討

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 7へ

3 ＩＴ戦略推進事業 (総務費) 29,335 情報政策課

ＩＴ先進都市に向けた戦略的計画の策定、人材育成や情報収集 (457-2722)

・ ユビキタスシティはままつフォーラム

・ （新規）システム最適化構想策定事業

・ 北遠IT利活用推進事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 11､12へ

4 交流居住事業 (総務費) 7,220 地域自治振興課

中山間地域への移住や交流を促進するため、情報を一元管理 (457-2243)

するとともに、事務局を設置

・ （新規）ホームページの開設

・ （新規）田舎ぐらし相談員の設置

・ （新規）交流体験ツアーの開催

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 13へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

5 中山間地域集落機能調査事業 (総務費) 3,194 地域自治振興課

高齢化や人口減少により、集落機能の維持が危ぶまれている (457-2243)

中山間地域について、生活基盤施設などの現状調査を実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 14へ

6 がんばる地域応援事業(各区役所費) (総務費) 143,000 地域自治振興課

特色ある区のまちづくりや魅力あるまちづくりの実現に向け (457-2243)

市民提案に基づき取り組む事業
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③ 将来像を実現する予算編成及び中長期的な健全財政の維持

予算額(千円) 所管課

1 天竜区役所建設事業 (総務費) 84,000
天竜区
総務企画課

消防署の事務室と同一棟による一体整備とし、現在地へ (922-0020)

庁舎を新設

・ 木造主体講造　2階建

・ 延床面積　1,755㎡

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 94へ

2 監査執行事業 (総務費) 12,379 監査事務局

公営企業会計、財政援助団体等の財務事務をより強化するため、 (457-2391)

公認会計士への委託を拡充

3 公的資金補償金免除繰上償還(平成19年度～平成21年度) 3,931,258 財政課

旧資金運用部資金、旧簡保資金、公営企業金融公庫資金の (457-2271)

金利5％以上の高金利債を繰上償還することにより、財政運営の <病院事業>

一層の健全化を図る 新法人設立準備課

(451-2707)

<上水道事業>

<下水道事業>

上下水道総務課

(474-7012)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 22へ

事業名及び事業内容

（単位：千円）

繰上償還 借換額

一般会計 3,564,5633,200,000

農業集落排水事業 4,319 4,300

病院事業 292,621292,600

下水道事業 69,75569,700

合　計 3,931,2583,566,600

区 分
21年度
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